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自己点検・評価の結果を大学運営の改善に
反映し、運営状況を広く県民に周知する

評価項目
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大目標 １　「教育」（「人間教育」の実践により、地域・組織をリードする自律した人材を養成する。）

暫定評価項目 １－１　教養教育の充実

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【4大・共教セ・教学】 【成果】 № H18 H21

・共通教育センターの設置

・シラバスの記載方法の改善

・卒業要件単位の付与を改善

【課題】

・4学部同一時間枠の授業開講

・4学部共通授業の検証

【成果】

・高校の「情報教育」との整合 ○　人間性を培う教養教育の充実

・オリエンテーション等で受講勧奨

・受講の必要性の意識が浸透

・習熟度別クラス編成、単位未修得者減少

・クラス編成方法を改善

・専門英語科目を開講

・各学部の専門教育に応じた英語教育

○　習熟度別クラス編成による英語教育の強化

・学部特性を活かし、独自に科目を開講

・履修の手引きにモデルを掲載

96.2

77.0

68.6

5.7

13.8

74.2

30.0

7
学習目標を達成または計画どおり
進行中である学生割合（％）

80.5

62.8 72.6

1-6

ＩＴ（情報技術）の知識やスキルを身
につけている（％）

1-4

1-5 62.6

国際的なコミュニケーション能力（語
学力等）を持っている（％）

12.7

問題論的アプローチ科目の実施

他学部の教員の科目を積極的に受
講勧奨

61.5

1 採用企業満足度（％） 84.8

1-1

（№1の内訳）
【本学の卒業者に対しての感想・印
象】

幅広い教養を身につけている（％）

80.1

7

6

履修モデルの設定（1～4年次）9

①　中期計画（手段・方法）

入門演習を学部混成クラス編成で
実施（1年次）

3

4
情報リテラシー教育を学部混成クラ
ス編成で実施（1年次）

1 ・共通教育調整会議で共通教育の継続性
安定性を確保

・学生の相互協力による習熟度の格差是
正

・全学共通科目としてキャリア教育科目開
講

2 各学部開講科目で教養教育を工夫

英語教育を少人数習熟度別クラス
編成で実施（1,2年次必修）

8
キャリア発展を促進する科目の設定
（1～4年次）

専門英語等の実施（3年次以降）

5

・学部により、資格別に必要単位取得科目
を明示

本学学生を積極的に採用したいと
思う企業割合（％）

38.2

企業が教育に熱心だと思う大学印
象度（％）

71.5

26.1

41.2

4 卒業者の単位修得率（％） 93.3

48.1

6.8

5

6

2

3

外国語を学ぶため自己啓発をして
いる学生割合（％）

専門分野だけでなく、社会全般の情
勢や問題に対する興味・関心を持っ
ている（％）

44.0

国際化への取組が積極的と思う学
生割合（％）

④　大学経営評価指標

77.7

66.4

86.5

79.5

77.6

基礎的知識や読み書きなどの基礎
能力を身につけている（％）

身だしなみや言葉遣いなど社会常
識を身につけている（％）

1-2

1-3

8

9

10

年度ごとの学習目標を設定していな
い学生割合（％）

シラバスへの満足度（％）

カリキュラム構成への満足度（％）

　教養教育を充実させるための各部局の協力体制を整備し、語学

教育や情報処理能力を強化する取組を進めた。

　一部成果をあげている取組もあり、基礎的能力について就職先

企業の評価も低くはないが、専門教育に対する教養教育の位置づ

け、カリキュラム等を再検討し、特に、語学教育においてはさらなる

レベルアップが必要である。

（参考指標）

・「幅広い教養を身につけている」

　H18　61.5％　⇒　H21　66.4％

・「基礎的知識や読み書きなどの基礎能力を身につけている」

　H18　80.1％　⇒　H21　79.5％

　英語教育において、習熟度別に少人数のクラス編成

を行い、学生の英語力に応じた授業をきめ細かく実施

した結果、中～低レベルの学生の成績を30～60点引

き上げるなど（盛岡短期大学部）、全学で単位未修得

者の減少に効果があった。

（指標№4、5）

　社会人としての素養を習得させるため、教養科目で

ある問題論的アプローチ科目を充実するとともに、論

理的な思考力、表現力を身につけさせるため、1年次

から入門演習を実施した。

　特に、現代社会の諸問題を扱う国際文化基礎演習

と、日本語表現論の講義を連動させる「新聞投稿プロ

グラム」では、約半数の学生の記事が地元紙に掲載さ

れる（盛岡短期大学部）等、工夫を凝らした教育を実

践した。

　その結果、採用企業からも基礎学力、社会常識につ

いては比較的高い満足度を維持しているほか、社会

全般の教養についても前回18年度調査時よりは身に

ついているとの回答を得ている。

（指標№1、1-1～1-4、2、3）

38.5

61.0 72.4

47.6

達成度 Ｃ

1 1-1　教養教育の充実



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

【盛短】 № H18 H21 ○　基礎的な情報処理能力の育成

・カリキュラムの改定と効果の検証

・英語科目の専攻別クラス編成

・情報科目のTA増員

○　各部局の連携・協力による教養教育の実践

【宮短】

・基礎ゼミ、情報リテラシー教育科目設置

・パソコンソフトの基本修得

・オフィスアワーを設定、全教員が対応

・可能な限り開放

【課題】

○　教養教育の位置づけの検証・見直し

○　カリキュラム新設の検討

○　語学教育の一層の充実

47.1 59.1

13
オフィスアワーによる支援・指導で、
課題解決能力を育成

11
少人数クラスで情報リテラシー教育
と語学教育を推進

12
基礎ゼミ、情報リテラシー教育の強
化

11

　一般教養レベルの英語教育については、創意工夫

を行い徐々に語学力向上に成果を上げてきている

が、各学部でさらに専門教育と結合した英語教育の充

実を図る仕組み、取組を進める必要がある。

　特に、国際的コミュニケーション能力のレベルに少し

でも近づけるよう、学生の語学に対する関心を高め、

自学自習を喚起していく必要がある。

　また、日本語教育のあり方についても検討を要する。

（指標№1-6、6）

　入門演習、習熟度別クラスの成果を継続的に検証す

るとともに、教養教育に関して専門教育を含むカリキュ

ラム全体に対する位置づけ、教育課程の妥当性等を

再検討する必要がある。

　教養科目のカリキュラム策定について、共通教育調

整会議により共通教育センターと各学部が連携して取

り組み、他学部科目の受講の奨励、履修モデルの提

供等、学生の計画的な履修を支援した。その結果、学

生のカリキュラム構成等への満足度も高まっている。

（指標№7～11）

　学部の情報教育を学部混成グループで実施すること

により、習熟度の格差是正に効果があった。

　短期大学部では、表計算、プレゼンテーション等の

基礎的な情報処理能力を身につけさせ、卒業後の進

路に活かせるようにした。

（指標№1-5）

　地域特性に応じた教養教育を充実させるため、「岩

手」など「地域」に関する科目（地元学）の新設につい

て検討する必要がある。

時間割編成の満足度（％）
10

教養性と専門性の融合による実践
的総合教育の推進

（教養科目間の枠撤廃、科目追加・開講
時期調整、資格維持に配慮、国際文化基
礎演習と日本語表現論の連携）

2 1-1　教養教育の充実



大目標 １　「教育」（「人間教育」の実践により、地域・組織をリードする自律した人材を養成する。）

暫定評価項目 １－２　高度な専門教育

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【看護】 【成果】 № H18 H21

【課題】

【成果】

【社福】

【ソフト】

【政策】

　学士課程・準学士課程における課題解決能力の育成、大学院課

程における独創的・先端的研究者の育成のための取組を順調に

進めており、採用企業満足度、就職率も高水準を維持している。

　本学の教育理念をさらに浸透させ、演習・実習の一層の充実等

により、学生、就職先企業等のニーズに確実に応えていく必要があ

る。

（参考指標）

・「採用企業満足度」

　H18　84.8％　⇒　H21　86.5％

・「就職率」

　H18　95.1％　⇒　H21　95.4％

○　実証的・実践的な研究との組み合わせによる課
題解決能力の育成

　各学部では1年次・2年次から専門教育、演習、実習

等を採り入れ、実践的教育を重視したカリキュラム編成

としている。

　例えば、PBL（Project Based Learning：学生チームに

よるプロジェクト実習型学習）の導入（看護学部、ソフト

ウェア情報学部）、「産業事情」、「地場産業・企業研

究」（ともに総合政策学部）、「地域総合講座」（宮古短

期大学部）等のキャリア講座開設、卒業研究の60％以

上を実践的テーマとする目標設定（ソフトウェア情報学

部）等、本学独自の地域に密着した実践的教育によ

り、学生の課題解決能力の向上を図った。

　就職率は18年度調査時から95％台と高い水準を維

持しているほか、就職先企業からは、仕事上の課題に

取り組む姿勢、行動力等が高く評価されているほか、

問題解決能力の満足度も向上するなど実践的教育の

成果が出ている。

（指標№1、1-1～1-6、2、3、4、5）

国家公務員Ⅱ種・地方公務員試験
合格者数（人）

34 40

44.9 43.3

5

国家試験合格者数（人） 234 2677

6
資格取得済み又は取得行動中の学
生割合（％）

一部上場企業への就職者数（人） 75 71

8

①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

卒業時の到達目標を見据えたカリ
キュラム構築

21
現実の諸課題に実践的に取り組む
ため、「実習科目」を重点化

22
「社会調査士」「ビオトープ管理士」
の資格取得のため学習内容を改定

18
福祉現場の多様な職種と連携でき
る専門的な学習の推進

16

19
利用者の立場で設計・開発する知
性と感性を備えた人材の育成

20
独創的・大規模なソフトウエアを設
計・開発できる人材の育成

・カリキュラムの見直し
　→生涯学習につながる基礎能力の強化

・学会等での発表の機会を付与

・アカデミックアドバイザー制の導入
・教育群集団指導による集約指導
・専門総括演習の新設
・履修体系の形成を確認

・カリキュラムの見直し
　→到達目標を見据えた実践能 力の強
化

卒業研究の充実により、自ら考え行
動できる看護職を養成

17
コミュニティ・パートナーの育成、問
題解決能力の高い人材教育

14
看護学の深化と生涯学習の基礎能
力の養成

15

・社会調査士の資格科目認定
・ビオトープ管理士の一部試験科目免除
認定

・学部研究プロジェクトによる教育能力向
上
・資格取得のための実習先確保等

・学会発表の増加、予算への反映
・PBLの実施率向上、実績の公表

・卒業研究の実践的テーマ60％超
・PBLの運営体制を改善

・H19に10の実習科目を導入
・2年実施し、プロセスを確立

86.5

（№1の内訳）
【本学の卒業者に対しての感想・印
象】

1-1
卒業者それぞれが多様な能力を
持っていると感じる（％）

60.7

1 採用企業満足度（％） 84.8

1-5
問題解決にあたり、調査、分析、報
告の能力が高い（％）

57.3 65.0

65.0

1-2 専門知識を身につけている（％） 62.3 68.6

1-7
職場でリーダーシップを発揮したり、
部下指導などに優れている（％）

33.2 33.6

1-6
問題や課題に対して対処する柔軟
性や独創性を持っている（％）

56.8 58.0

74.2

2
本学学生を積極的に採用したいと
思う企業割合（％）

38.2 38.5

3

1-4
仕事上の課題等に積極的に取り組
む意識や行動力を持っている（％）

77.8 81.3

1-3
仕事上の課題等に責任感、倫理観
をもって取り組む姿勢を持っている
（％）

81.7 80.9

4
就職率（本学就職希望者基準）
（％）

95.1 95.4

1-8
中長期視点から自分のビジョンや
キャリアを考えている（％）

44.0 41.3

企業が教育に熱心だと思う大学印
象度（％）

71.5

達成度 Ｂ

3 1-2　高度な専門教育



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

【看研】

【社研】

○　特色ある資格教育

【ソフ研】

【政研】 【課題】

○　教育理念の明確化・共有化

【盛短】

　開学から12年が経過したこともあり、本学の教育理念

に対しての明確化・共有化をより一層進めるとともに、

各学部の教育課程の検証、各専攻コースとの理念との

整合・明確化が必要な時期にきている。

　特に、就職先企業からは、課題解決能力や柔軟性・

独創性のほかリーダーシップ等の積極性も求められて

いることもふまえて、教育理念と教育課程の整合等に

ついて検討する必要がある。

（指標№1-5～1-7）

○　研究的視点をもつ実践者、独創的・先端的研究
者の育成

　本学では、看護師、社会福祉士、栄養士等の多数の

国家資格取得者を養成したほか、社会調査士（10数

名）、ビオトープ管理士（2級1名）（総合政策学部）、国

家・地方公務員試験、高校教員等、難易度の高い資

格・試験の合格者を輩出した。

　また、小児看護・成人看護（慢性）の専門看護師コー

スの設置（看護学研究科）、二級建築士受験資格のた

めのカリキュラム改正（盛岡短期大学部）等、資格取得

を促進する体制を整備した。

（指標№6、7、8）

　本学研究科の特色のひとつである北東北唯一の政

策系大学院「公共政策特別コース」を開設し、これまで

8人の修了者を輩出したほか（総合政策研究科）、SPA

（Software Practice Approach：実社会の諸課題に対す

る演習）・PBL（Project Based Learning）の実施、査読

付論文誌の論文掲載、海外学会発表等を修了要件と

する厳格化（ソフトウェア情報学研究科）、地域貢献プ

ログラム（相談事業）の実践（社会福祉学研究科）、研

究科生への倫理教育の強化（看護学研究科）等、厳

格かつより実践的な教育方針により研究者・開発者・ス

ペシャリスト等の着実な育成に努めている。

　就職先企業からは、学部卒業生同様、一定の評価を

得ている。

（指標№1、1-1～1-6、2、3、4、5）

30
自立した研究者等の育成のため、
個別指導を徹底（後期）

31
卒業後も専門性を伸長できるよう、
系統的・実践的な教育を充実

27
本質的問題の発見、解決策の企画
等ができる人材の育成（前期）

28
独創的研究・開発、成果の学会公
表、実践力ある人材育成（後期）

29
社会人向けの教育プログラムの実
施、検証（前期）

24
自立した研究者・教育者・指導的実
践管理者の育成（後期）

25
福祉政策、福祉臨床、臨床心理の
領域を充実（前期）

26
新たな福祉コミュニティー構築、実
践理論と技法の研究（後期）

23
研究的視点をもった実践者、スペ
シャリストの教育を実施（前期）

・研究プロジェクト、学会への参加
・遠隔システム、e-ラーニング活用
・研究倫理教育の充実

・研究計画発表会の開催
・他大学との合同ゼミの活発化
・研究交流会への参加

・ｱｲｰﾅｷｬﾝﾊﾟｽでの地域貢献ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実
践
・現場で活動する卒業生への実践指導

・査読付き論文作成、投稿への指導

・二級建築士、栄養士の実力試験等から
理解度の把握、対策の検討
・地域文化理解演習のための事前授業
（社会調査法）の導入
・社会人基礎力の科目体系整備

・二戸市等と介護、地域づくり、障害者雇
用の研究
・特に、釜石市の生活応援センターの調
査・評価活動

・SPA、PBLの修了要件化、大学院予備審
査での報告義務づけ
・企業との積極的な交流、出展（東北ITソ
リューション等）

・査読のある論文誌への論文掲載、海外
学会発表を修了要件化

・公共政策特別コースの開講、運営管理
の改善
・技術士取得希望者への指導

4 1-2　高度な専門教育



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

○　演習・実習の一層の充実化

【宮短】 ○　大学院の教育方針・教育環境の改善

【4大（学部）】

○　さらなるキャリア教育の支援

【4大（研究科）】

【盛短】

　社会人学生に対する夜間、土日、長期休暇期間に

おける開講などの指導時間の確保、滝沢キャンパスと

アイーナキャンパスにおける教育研究環境の検証等、

さらなる改善について検討する必要がある。

　保健師助産師看護師法改正に伴う保健師、助産師

及び教職、社会福祉士等の資格取得や学生のキャリ

ア形成に資する教育を充実させるため、教育課程の

見直しを検討する必要がある。

（指標№1-8）

　実習先職員等で実習指導を担当する者との共同研

修・研究成果を、以後の実習又は講義にフィードバッ

クし、教育の向上に結びつける仕組みの検討を行うと

ともに、実習成果の取りまとめ、発表のあり方の工夫に

ついて検討する必要がある。

39
コミュニケーション能力涵養のため、
英語、日本語教育を充実

36
各種専門職の高度化に対応した資
格教育の提供

37
学生の自発的なキャリア形成を促
進、進路指導を強化

38
各種資格取得へのカリキュラムの充
実

33
経営会計、情報科学を選択、専攻
できる学習方法の充実

34
キャリア意識形成、各種技能の習
得、実習教育によるキャリア発展

35
資格教育を充実し、資格取得者を
積極的に育成

32
地域社会、国際社会の今日的諸問
題への視座をもつ人材の育成

・キャリアプランニング講習会の早期実施
・インターンシップ報告会等で参加率改善
・編入学指導担当を配置

・卒業研究に係るアンケートにより、指導方
法等を改善
・国際化教育に係る特色ＧＰ採択
・異文化交流、フォーラム実施
・特別講義を実施

・全教員が参加する履修計画ガイダンスを
計画的に実施
・2年次への導入学習として「基礎研究」を
設置

・建築士模擬試験より住居系科目の授業
内容を改善

・TOEICを活用したクラス編成
・新聞投稿プログラムによる日本語運用能
力の修得
・国際文化基礎演習と日本語表現論の効
果的連動

・進路を展望した実践的な実習、演習
　→経営分析システムの提案
　→経済界講師による地場企業研究

・専門教育等に必要な新しい資格を検証
・幼稚園、高校公民の教育免許課程の開
設
・教育免許取得に必要な課程を整備

・看護学研究科で専門看護師養成課程を
設置
　→成人看護、小児看護
・がん看護専門コースで医大と協調

5 1-2　高度な専門教育



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

【宮短】

【4大・短大・教学本部】

43
卒業生への意識調査と就職先等の
意見により、教育の成果を把握

41
一人ひとりの意欲、学力に応じ、編
入学指導を強化

42
修学指導方法を充実し、入学時に
修学目標を調査、継続確認

40
企業訪問で求人情報を的確に把握
し、効果的な就職指導

・学部での資格取得等の把握、学習・教
育目標の達成度評価
・教務・FD推進専門委員会で継続検討

・卒業生の就職先へのアンケート
・同窓会名簿の作成

・年間70～80社の企業訪問の継続
・インターンシップの実施
・e-ラーニングの活用
・模擬面接による指導
・ゼミ教員による面接指導
・学内限定のwebサイトによる情報提供
・基礎研究を活用した就職対策

・編入学指導担当教員の配置
（ほか就職指導と同様）

6 1-2　高度な専門教育



大目標 １　「教育」（「人間教育」の実践により、地域・組織をリードする自律した人材を養成する。）

暫定評価項目 １－３　入学者受入方針の明確化

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【4大・短大・教学本部】 № H18 H21

●全学

【成果】

学部における定員管理は適切である。

【課題】

【成果】

●看護

【課題】

●ソフト

【課題】

一般入試志願者の確保努力が必要。

●看研・社研・政研

【看護】 【課題】

定員確保への努力が望まれる。

【社福】 ●盛短

【課題】

　入学者受入方針については、入学者選抜要項、学

生募集要項、HPでの周知にとどまらず、入試説明会、

高校訪問等を重ね広くPRを図っており、資料請求数、

説明会参加者数の増加、21年度入試においては志願

者数の増加に結びついた。

　また、センター試験の利用をソフトウェア情報学部、

短期大学部にまで拡充し、基礎学力のある学生の確

保を図ったほか、総合政策学部で5教科とも30点以上

（国語、外国語は100点満点換算）を要件とする等、選

抜の実質化を図った結果、本学を第1希望で入学した

者の割合が増加した。

（指標№1～13）

　本学独自の総合問題を高校側の意見等をふまえて

継続的に改善したほか、一般選抜試験での総合思考

力試験、後期日程での数学科目設置（ソフトウェア情

報学部）、編入学試験での社会人特別選抜枠設置

（社会福祉学部）、特定の資格を有する者の特別推薦

枠設置（盛岡・宮古短期大学部）等による専門特性に

合致した多様な選抜試験を実施した。

　退学者は低水準に抑制されており、入学者受入方

針に適った学生が確保されている。

（指標№14、15）

52.7 67.7

39,808 32,533

　「実学実践」に基づく本学の入学者受入方針について周知を図

り、試験制度の継続的な見直しを実施した結果、本学を第1希望と

する意欲的な学生の割合が増加している。

　今後見込まれる少子化に対応するため、入学定員の確保につい

て入試制度の見直しを含め継続的な取組が必要である。特に、大

学院の定員充足、編入学入試のあり方については早急に検討を

要する。

（参考指標）

・「第1希望で入学した学生の割合」

　H18　70.8％　⇒　H21　77.2％

○　人間教育・「実学実践」の教育目標に基づく入試
制度の整備

○　人間性と専門特性に合致した資質・能力ある学
生の確保

17 19

266 212

426 559

入学案内の広報物が適切と回答し
た割合（％）

11

12

13

59.2

87.5 93.8

4,048 5,156

23

7

8

9

10

出願実績校数（校）

学生募集経費（千円）

受験に関する大学への質問対応満
足度（％）

各種説明・イベント参加者総数（人）

59.8

18

1

2

3

4

5

6

第１希望で入学した学生の割合
（％）

2,310 3,105

3.6 4.9

70.8 77.2

生活科学科の在籍学生数比率の適正化
に努めることが望まれる。

5,312

体験授業開催数（回）

訪問説明会開催数（回）

高校訪問総件数（件）

4,395資料請求者数（人）

一般入試の入学者割合（％）

・専門・総合学科選抜の廃止（看）
・センター試験導入、後期日程新設（ソ）
・総合問題の見直し検討に着手

志願者数（人）

・高大接続、共通・専門教育接続の強化
の方針策定

・入学者に求めるコミュニケーション能力の
具体化、能力判定方法の研鑽

・AO入学者へのプレゼミナールを実施し、
個別指導体制を強化
・AO合格者から「学習評価」を徴求

大学院学生数の確保のための具体的改
善策が必要。

学生の受入れのあり方を恒常的・系統的
に検証する体制の整備が必要。

退学者が多い点について改善が望まれ
る。

・成績分布、就職先のデータ把握
・成績評価システム（GPA）による分析

受験倍率（％）

49
総合問題、小論文、面接の作題を
工夫、センター試験の活用法検討

①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

入試区分に応じた学修状況を調査
分析、入試制度を継続的見直し

47
学部の専門特性に応じた入試方法
を継続的に改善

編入学定員に対して、編入学生数比率が
低いので改善すべき。

・全国推薦制度、後期日程（ソ）
・センター試験の導入（短、ソ）
・専門・総合学科選抜廃止（看）
・研究科でｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝﾎﾟﾘｼｰ策定
・AO入試の合格発表繰上げ
・AO入試のｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝﾎﾟﾘｼｰ策定
・私費外国人留学生特別選抜試験と推薦
入学の同時実施
・休・退学者を入試区分ごとに分類公表

・出前講義の拡充（県外含む）
・入試制度のあり方について、高校側と意
見交換
・県内各地で入試相談会実施
・父母対象の相談会の実施

44
学部等の教育目標を明確化し、そ
れに対応した入試制度を整備

高大連携で高校と大学入試、大学
教育との関係を調査研究・改善

45

48
入試・教育・卒業指導の一貫教育を
研究開発する組織の設置

46

50
アドミッションポリシーの3つの柱を修
学ニーズから継続的に評価

定員達成率（％） 110.8 103.4

14
教育内容に魅力感じた割合（入学
者）（％）

65.4 76.4

15
離学（除籍・退学）した学生割合
（％）

0.4 0.5

16

達成度 Ｂ

7 1-3　入学者受入方針の明確化



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

【課題】

○　入学志願者の確保

●宮短

【成果】

【ソフト】

【課題】

○　入試制度全般に関する継続的な検討

【政策】

【研究科】

　学生の入試区分と学習状況の間にある相関性をふ

まえて、入試区分ごとに学生の学修状況を調査・分析

する必要がある。

　また、入学者受入方針において、入学志願者に習得

してほしい内容・水準について明確化、具体化する必

要がある。

○　入試区分の違いによる学力に対応した教育シス
テムの構築

　わが国の受験人口が減少傾向にある中、本学の教

育水準に適合する学力をもつ学生の確実な確保を図

る必要がある。

　特に、大学院における定員充足率の向上、短期大

学部における4年制大学への編入学入試推薦枠の取

り扱い等が課題となっている。

（指標№16）

アドミッションポリシーを的確に反映した
試験により、求める人材像に適した学生
の選抜が行われている。

退学理由の背景調査に努めることが望ま
れる。

政策課題に取組む学生の選抜、セ
ンター試験利用の見直し

高校、福祉団体と連携し、地域貢献
できる学生の確保策の具体化

52
独自の思考力試験の実施、成果の
点検、改善の継続

51

57

56
総合問題のあり方を、学部特質、高
大連携の観点から検討、作題

専門性修得の意欲、研究的視点あ
る人材確保、多様な入試制度構築

・思考力試験と入学との相関分析
・センター試験の一部導入
・推薦書に「情報」の適性を記入
・一般選抜後期で数学の思考力試験

・入学予定者への教育科目・体制の整備
・個別学力試験の数学追加
・ｾﾝﾀｰ試験利用枠、後期日程枠設定

・全国推薦の継続実施
・推薦入試の改善
　→推薦区分を一般と専門高校に分離
　→出願資格に高校の成績を追加
　→総合思考力試験の出題範囲、面接・
書類評価方法の素案作成

・合否判定に用いる科目以外の科目に足
きりラインを設定
・一般選抜試験の効果等を検証
　→センター試験の出来が倍率に影響

53
意欲と実行力ある学生選抜のため、
多様な入試方式を充実

54
県下高校からの推薦入試を維持、
他県からの全国推薦枠を新設

55

・総合問題の作題コンセプトに高校側の意
見反映
・総合問題のあり方を高校側と意見交換し
ながら検討、当面維持の方針決定

・アドミッションポリシーの明文化
・定員確保のため試験時期見直し
・特別推薦選抜の実施、口頭試問、土日
実施（ソ）
・公共政策特別コースの選抜（政）

・大学説明会、ｳｲﾝﾀｰｾｯｼｮﾝにおいて高
い満足度を獲得
・出張講義の周知方法、学部受入体制、
情報共有の仕組み改善
・専門高校・総合学科特別選抜の見直し
・社会人編入の入試区分の新設

アドミッション・ポリシーの募集要項への明
示が望まれる。

　入試制度のあり方について、全学で恒常的・系統的

に検証、改善する体制を整備する必要がある。また、

現行の試験制度について、センター試験の利用方

法、総合問題の出題内容等、AO入試と推薦入試等を

再検討する必要がある。
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②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

【盛短】

【宮短】

60
推薦、一般、社会人入学を組合せ、
向学心ある学生選抜を継続

58
センター試験、社会人入試の実施
検討、推薦入試の改善

59
出前授業、入学前講座の導入で入
学後教育にスムーズに移行

・近県への高校訪問で志願者増加
・一般入試をセンター利用の有無で区分
・アドミッションポリシーの策定、周知
・推薦枠制度の改革

・推薦入試に特別枠設定
・センター試験の導入
・アドミッションポリシーの明文化、公開

・出前講座の積極的PR
・入学前講座の実施、大学生活紹介を追
加
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大目標 １　「教育」（「人間教育」の実践により、地域・組織をリードする自律した人材を養成する。）

暫定評価項目 １－４　教育課程・方法等の改善

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【4大・教学】 ●全学 № H18 H21

・問題論的アプローチを4分類に再編 【成果】

・共通教育センターを3会議から運営

・「授業のねらい」「学習目標」を明確化 【課題】

・学部目標を科目目標に反映、体系化

【成果】

○　教育理念に対応した教育課程の編成

・FD連絡会の設置

・教育改善のための研修会

・全学での相互授業聴講

・学部FD活動への助成制度設置予定

同上

・履修制限人数の設定 ●看護 ○　実践実習的な指導方法の開発

・他学部専門科目、他年次の受講推奨 【成果】

・問題論的ｱﾌﾟﾛｰﾁ科目の増加

・ﾌﾟﾚｰｽﾒﾝﾄﾃｽﾄをTOEIC　Bridgeに変更

【課題】

94.6 88.6

54

61.0 72.4

インターンシップ・体験学習等参加
学生満足度（％）

問題解決にあたり、調査、分析、報
告の能力が高い（％）

10
インターンシップ・体験学習等の参
加者割合（％）

8.9

10412 インターンシップの参加数（人）

9-1

9-2

9-3

11

9

・「英語」のﾌﾟﾚｰｽﾒﾝﾄﾃｽﾄをTOEIC Bridge
に変更、習熟度別ｸﾗｽ編成改善

・学部代表からなる共通教育調整会議の
機能強化

・現場実習等を採用した教育課程の見直
し

・教務・FD推進専門委員会で他学部専門
科目履修検討

・県内他大学とのFD研修会共同開催予定

・基礎科目の英語、情報処理のｸﾗｽを適
正区分

・「情報処理」は習熟度の高低の組み合わ
せで格差に対応

66 少人数教育の一層の充実

67
科目特性に応じた習熟度別クラス編
成の推進

①　中期計画（手段・方法）

61
教養教育は、広い視野・人間性を培
う入門演習、外国語等から編成

専門教育は、実学実践教育を重視
した専門科目により編成

62

教養・専門教育の融合のため、他学
部専門科目の履修を奨励

64
学生が自ら問題を発見、解決する
指導方法の開発と実践を推進

65
実習教育、フィールドワーク、演習、
ワークショップ方式の充実

63

シラバスについて、評価方法等の記載は
さらなる徹底化が必要。

博士前・後期課程ごとに学位論文の審査
基準を明確にして「履修の手引き」等に明
記すべき。

双方向の授業展開、実習における先修条
件設定、倫理観の重視等、教育方法は適
切である。

カリキュラムが過密、教育目標の効果的達
成に向けた改善取組が必要。

④　大学経営評価指標

H18年度に在学生、企業等へのアンケー
ト調査により教育効果を測定している点
は評価できる。

大学院の学則において、人材養成の目
的を研究科又は専攻ごとに定めるべき。

学則において、人材養成の目的を学部又
は学科ごとに定めるべき。

授業評価の結果の活用について、組織的
な取り組みが必要。

科目の配置に工夫を凝らした教育課程を
編成している。

81.3

2 時間割編成の満足度（％） 47.1 59.1

1 カリキュラム構成への満足度（％） 62.8 72.6

15.2

3
学習目標を達成または計画どおり
進行中である学生割合（％）

80.5 77.0

96.2

4
年度ごとの学習目標を設定していな
い学生割合（％）

仕事上の課題等に責任感、倫理観
をもって取り組む姿勢を持っている
（％）

81.7

6.8 5.7

5 卒業者の単位修得率（％） 93.3

57.3 65.0

80.9

仕事上の課題等に積極的に取り組
む意識や行動力を持っている（％）

77.8

（№9の内訳）
【本学の卒業者に対しての感想・印
象】

6 年度単位修得率（％）

13 シラバスへの満足度（％）

7 卒業生の平均単位取得数（単位）

8
4年制大学への編入を考えている短
期大学生（％）

採用企業満足度（％）

28.1

84.8 86.5

86.1 89.6

144/80 147/83

　実践的課題を採り入れた教育課程・教育方法の改善、成績評価

制度の環境整備により、学生のカリキュラム等への満足度が高まっ

たほか、就職先企業からも仕事への取組姿勢、行動力等について

は概ね評価されている。

　今後は、カリキュラム、シラバス、成績評価方法等の改善を図り、

現行の取組をさらに進展させる必要がある。

（参考指標）

・「カリキュラム構成への満足度」

　H18　62.8％　⇒　H21　72.6％」

・「仕事上の課題等に積極的に取り組む意識や行動力を持ってい

る」

　H18　77.8％　⇒　H21　81.3％

　1年次からの臨地実習（看護学部）、講座配属制度、

1から3年次生の共同作業を求めたプロジェクト演習（ソ

フトウェア情報学部）、入門ゼミ、基礎研究（短期大学

部）の導入等、早い段階から実習、演習に取り組むこと

による現場での実践力の強化や、日本語表現力の向

上を基盤とした英語教育によるコミュニケーション能力

の強化（盛岡短期大学部）等により、採用企業からも一

定の評価を得ている。

　また、インターンシップの参加を奨励した結果、参加

者数は着実に増加している。

（指標№9、9-1～9-3、10～12）

　全学部とも「実学実践」の理念のもとで、実習、演習

を重視し、現場への適応を意識した教育課程編成の

見直しを随時行ってきた。特に、4年間の到達度目標

等を反映したカリキュラム編成（看護学部、ソフトウェア

情報学部）、教育群による集団指導体制の確立（社会

福祉学部）、10の実習科目とその選択プロセスの確立

（総合政策学部）等、教育課程の改善を進めた結果、

カリキュラム構成等への満足度、単位修得率が高まっ

ている。

　また、短期大学部においては、4年制大学への編入

学希望者が増加傾向にあり、指導担当教員を配置し

て編入学特別講座を実施して対応した。

（指標№1～8）

23.5

達成度 Ｂ
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②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

・学部ごとに学年間交流を推進 № H18 H21 ○　適切な成績評価制度の構築に向けた環境整備

・クラス担任制、講座配属制の定着 ●社福

【成果】

【看護】

・入門演習を少人数グループ編成で実施

・編入学生に対する「看護学序論」必修化

【課題】

同上

【社福】 【課題】

○　カリキュラムの調整・改善

・専門総括演習の運用ルールの共有

・卒業課題研究の副指導教員制導入

・各資格課程中核教員の履修指導

・指導者参加型の実習報告会開催

●ソフト

・資格課程の登録制度の完全実施 【成果】

・法改正に伴う新カリキュラム策定 ○　シラバス、履修の手引き等の記載方法の改善

・最適な複数履修の基準設定

（特になし。）

【課題】 ○　インターンシップ等の単位認定の検討

【ソフト】 ○　成績評価の厳格化の検討

・卒業生、企業ｱﾝｹｰﾄ等で改善策検討

・学生情報共有のデータベース構築 ●政策

・講座配属制度の機能確認 【課題】

・講座間学生情報共有システムの改善

・授業情報共有システムの試用開始

　インターンシップ、ボランティア活動に対する学部特

性を考慮した単位化の検討と同時に、すでに導入して

いる外国語能力検定試験の成績による単位認定制度

の検証が必要である。

　学生の学修意欲の向上、計画的な科目履修の促

進、成績評価に対する信頼性の向上を図るため、５段

階評価やGPA（Grade Point Average：各科目の成績を

点数化し、単位数を掛けた合計を履修登録単位数で

割ったスコアによる評価）の導入等、成績評価の厳格

化を検討する必要がある。

　学生のシラバスへの満足度は高まっているものの、

授業実施方法、成績評価方法の記載方法を全学で標

準化する等、さらなる改善を図る必要がある。

　また、博士前・後期課程ごとに学位論文の審査基準

を明確にして履修の手引き等に明記することが必要で

ある。

・専門科目、履修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの体系化、柔軟
化

・公民・幼稚園教諭養成課程の申請、認
可

・資格取得科目の履修制限で質の高い履
修を促進

・社会福祉士、介護福祉士の新カリキュラ
ム（H21～）の申請、認可

74
新たな専門資格取得コースの提供
を検討

75
1年次からの講座配属制度の堅持、
学年間の交流促進

72
社会福祉士等の資格教育を独自な
教育課程として提供

73 現行の2学科制の再編を検討

68
講座制により、入学時から研究室配
属として学年間交流を推進

69
1年次からの演習、実習を充実し、
主体的に学ぶ姿勢を修得

71
5コース制を4教育群に再編成、柔
軟な連携で効果的教育を推進

70
問題発見・解決型学習（PBL）を採
用した看護学演習の開発

社会福祉法関連科目の充実、職業倫理
教育重視を期待。

社会福祉士、精神保健福祉士とも国家試
験合格率は全国平均以上。

進級条件、履修条件等が無い。体系的学
習の仕組みづくりをすべき。

「豊かな感性」を涵養すべき教養教育の具
体像が見えるよう、努力が望まれる。

行政･経営コースと環境･地域コースのコン
セプトの違い、教育効果が明確でない。

履修登録単位数の上限設定がないので
改善すべき。

１年次生から研究室に配属する小講座制
により、情報教育やコミュニケーション能
力の養成を図っている。

履修登録単位数の上限設定がないので
改善すべき。

「基礎科目」等により、学士課程への導入
教育は適切に実施。

　シラバス上で成績評価方法を明記し、Ｗｅｂ上で公表

することで周知を図り、学生の主体的学習を支援した

結果、学生の満足度も向上した。

　また、学生表彰制度の創設、保護者への成績通知

（ソフトウェア情報学部）にも取り組み、学習意欲の向

上を図る一方、成績不振者には個別指導を行ったほ

か、全科目で出欠調査を実施する（宮古短期大学部）

等、きめ細かい対応により離学者、留年者の防止に努

めた。

（指標№13、14）

　専門教育との併立のため履修過重になり、時間割が

過密化している学部があるため、適正な水準に是正す

る必要がある。

　また、履修登録単位数の上限設定については、認証

評価でも指摘されているところから、既に一部で実施

済みであるものの、なお全学的に早期の対応が必要と

なっている。

14 所定年限による卒業比率（％） 96.4 94.5
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②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

・優れた成果発表への投票試行

・中間発表を大学祭等でPR

【政策】

・履修登録単位数の上限設定

・学生の評価が高く、継続

●看研

【成果】

・全科目円滑・効果的に実施

【看研】

【課題】

・がん看護CNSコースの開設準備

・長期履修制度の体制整備、活用

・夜間・土日開講

・遠隔教育システムによる講義、論文指導

●社研

【成果】

・UNCWとの共同研究、成果発表

・非常勤、他大学研究者との協働

・学会発表等の学術交流を推進 【課題】

・H21カリキュラム改訂（科目存廃、名称・
区分・開始時期変更）、シラバス作成

・岩手大との合同ｷｬﾘｱ教育科目「地場産
業・企業研究」の選択科目化

・小児看護、成人看護（慢性）専門看護師
教育課程の認定、コース開設

・医療・教育施設との交流で、修了生が学
部生への実習指導

・アイーナキャンパスでの相談会等に院生
参画

・プロジェクト演習の拡張による授業との関
連づけ

83
無作為化比較試験等、科学的実証
性の高い研究を実施

78
「産業事情」の開講により、社会の仕
組み、自己の存在価値を修得

79
「実習科目」を学部全体に拡大し、
問題解決能力を養成

81
社会人学生への教育体制、研究指
導方法を充実

82
教育研究フィールドを現場の実践
者とともに開発

80 専門看護師（CNS）教育課程の開設

77
「専門基礎」「基幹」「展開」科目を整
備、系統性あるカリキュラム実施

76
困難克服力等の養成のため、主体
的課題設定型学習（PBL）を導入

論文査読に学外者の協力を得る等、客観
的に多様な角度から教育･研究を実施し
ている。

共通の基礎科目と教育・研究領域ごとの
専門科目を適切に設置している。

博士前期課程（3つの教育・研究領域）に
対して、学部教育(2学科、4教育群体制）
との関連性が必要。

AO入試合格者への数理系学力確保が不
十分。

CNSコースの設置等により東北圏における
重要な機能を果たしている。

国際的センス、コミュニケーション能力育
成に向けて、全学共通教育と学部専門科
目の継続的な体系構築が必要。

FD活動について、評価結果の効果的な
活用のため、一層の組織的取組が必要。

博士後期課程において、論文の副指導教
員が学外者の場合に、その指導が十分で
あるか検証が必要。

履修登録単位数の上限設定がないので
改善すべき。
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②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

【社研】

・現場で活動する卒業生への実践指導

【ソフ研】

・SPA、PBLのPR活動

・SPA又はPBLの修了要件化

●ソフ研

【政研】 【成果】

【課題】

【盛短】

・「生活統計学」にTA配置

●政研

【課題】

同上

・国際協力意識を高めるワークショップ導
入

・卒業研究発表会において英語でﾌﾟﾚｾﾞﾝ
ﾃｰｼｮﾝ、ｱﾝｹｰﾄ結果を改善に活用

・JICA東北派遣講師と緊密な連携、実践
者による「国際協力論」の新設

・宮古特別講座で大学院レベルの教育提
供

・本科特色を活かしたカリキュラム改訂
（H21～）

・「保健体育講義・体育実技Ⅰ」のクラスを
専攻ごとに2分割（生）

・ｱｲｰﾅｷｬﾝﾊﾟｽでの地域貢献ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実
践

・産学連携、現場実践に係る外部講師に
よる講演会

・SPA、PBLの成果発表会、外部評価、
WEBでの実績公開準備

・アイーナキャンパスに公共政策特別コー
ス設置

84
福祉政策・臨床の実践的取組、専
門職対応の高度な教育課程の提供

85
SPA、PBLの連動、院生・学部生又
は他学部・研究科生の混成PBL奨
励

86

87

88

89

アイーナキャンパス向けに授業科目
を見直し、効果の検証、改善

少人数教育の徹底のため、教育内
容を改善

実習教育、フィールドワーク、演習
の充実

卒業研究により、各分野の実践的な
問題解決能力を養成

研究科において授業評価が未実施なの
で改善すべき。

学位授与にいたるプロセスが滝沢とアイー
ナキャンパスで2系統に別れており、教員
負担や論文発表会の日程調整等の課題
への対応が必要。

シラバスについて、講義計画、成績評価
の記載方法について徹底化が必要。

社会人学生に対するSPA認定にあたっ
て、認定プロセスの適正さと評価の厳格さ
に注意が必要。

研究科の授業評価結果の活用が組織的
でないので改善すべき。

研究科の授業評価結果の活用が組織的
でないので改善すべき。

博士後期課程において、社会人学生の研
究計画は勤務内容と整合性を持たせる配
慮が必要。

SPAやPBLを重視し、「実学実践」を実
行。成果を外部に公開し、評価を得てい
る。

13 1-4　教育課程・方法等の改善



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

【宮短】

・社会人を講師とする地域総合講座

・1年次入門ゼミでの企業見学

【4大（学部）・教学】

・3年生全員が実習履修（政）

・演習科目を新設（ソ） ●盛短

・クラス担任による学生指導 【成果】

・教育改善FD推進会議の設置

・教育活動に関する教員アンケート調査

・FD研修会、相互授業聴講

【課題】

・院生の学部科目の単位取得を無料化

・ボランティアは社福で先行実施を検討

【看護】

・研修報告会により臨地実習指導を強化

・学年を超えた交流会の開催

・担任の役割・機能を明文化

・単位未取得者への履修指導徹底

・国家試験対策、就職活動の指導

・オリエンテーション、履修の手引き等で周
知期間を長期化

・他学部専門科目の卒業要件単位の取り
扱い（総政を追加）検討

・インターンシップは学部により長期実習
の有無があり導入見送り

・文科省「看護学教育指導者研修」に実習
先看護職員を派遣

・学部生の院科目受講は需要なく制度不
要

・2年次専門ｾﾞﾐでのﾌｨｰﾙﾄﾞ活動で、地域
の諸課題設定、NPOとの連携交流

他学部専門教育の奨励により、多様
な学習ニーズに対応

92

91
1年次からの演習・実習、少人数の
クラス分け、担任制の導入

ｾﾞﾐ単位での実践課題調査研究、社
会人を講師とする教育課程編成

90

学習能力、動機づけに対応しIT活
用等の多様な学習指導法の開発

93

ユニフィケーションを考慮した臨地
実習指導の充実強化

96

担任の役割・機能の明確化、活動
方略の作成で担任制を見直し

97

意欲ある学生による大学院の授業
の聴講

94

インターンシップ、ボランティア等の
実践活動の単位化

95

博士後期課程については、退学者が多い
ので特に社会人に対する指導体制を改善
すべき。

海外研修における成果測定を用いた学
生の学習意欲向上の取組

英語のリスニング及び読解能力の向上を
図る正課外教育の充実

課程博士の授与件数が少ないので改善
すべき。

「新聞投稿プログラム」は優れた教育方法
として評価できる。

生活科学科において、実習の前後の評価
については、一定の基準を設けることが望
まれる。

生活科学科においては、よりきめ細かい
導入教育を検討してはどうか。

学則において、人材養成の目的を学科ご
とに定めるべき。

短大部独自のFD活動を組織的に行うべ
き。

アンケートや授業評価の結果を受けた改
善内容について大学内外に情報発信が
望まれる。

14 1-4　教育課程・方法等の改善



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

【社福】

●宮短

【成果】

【課題】

【ソフト】

・教員へのフィードバックで高い意識付け

・表彰基準を見直し2つの観点から選考

・優秀教員をHPで公開

【政策】

102 「実習科目」を学部全体に導入 ・全科目円滑・効果的に実施

・社会調査士の資格科目認定

・ガイダンスによる周知で浸透

・単位認定の体制整備

【盛短】

105 他学部・学科の科目履修を促進 ・ガイダンス等で周知徹底

・科目履修申告で教務委員を経由

・ｲｰｽﾀﾝﾜｼﾝﾄﾝ大等と講演会・交流授業

・多文化共生GPフォーラム開催

・JICA東北等の実践者による授業

・講座研究室を再編し、パソコン共同利用
室等を設置

・各資格課程の成果報告会・研修会に他
学年、実習先関係者の参加に配慮

・数学系・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ基本技術系科目の強化

・新カリキュラムへ改定
→学年縦断型演習（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ演習）新設
→組込み関連科目の正式科目化

・発表会の開催をHP等で周知、論文要旨
をHPで公開

・毎年、実習施設担当者と教員が共同で
研修会実施

小講座制の堅持、レベル差防止の
ため統一テキスト・問題集作成

100

学生による授業アンケート、優良教
員を表彰

101

大学と実習先の相互研修等、現場
実習の指導者育成

98

演習・実習の成果報告会充実等の
ため、共同学習の場を提供

99

地域の国際交流活動を支援し、実
践的教育研究の場として活用

106

「社会調査士」「ビオトープ管理士」
の資格取得のため、学習内容を改
定

103

卒業論文・研究発表会を公開し、プ
レゼンテーション能力を向上

104

国際社会に目を開くための科目群やキャ
リア教育関連の講座等の充実が望まれ
る。

FDの仕組みを活用した各教員の授業へ
の効果的なフィードバックの方法が課題。

きめ細やかな学習支援体制（オリエン
テーションキャンプ、出欠状況調査等）

15 1-4　教育課程・方法等の改善



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

【宮短】

・教員相互の授業聴講の仕組みが定着

・授業改善検討会で論文指導等を検討

同上

【4大・短大・教学】

・ｼﾗﾊﾞｽをWEB上で外部に公開

・学生表彰制度の創設

・成績不良者への個別指導、保護者への
成績通知（ソ）

・単位認定制度を大学の教育内容に適し
たレベルに改訂

・1年後期ゼミ「基礎研究」開設でゼミ一貫
体制確立

・授業科目の学修目標、成績評価の方法
をｼﾗﾊﾞｽに明記

少人数のクラス編成、ゼミ単位教育
の充実

107

授業公開による教育の透明性・質の
向上、授業改善の継続

108

111
外国語能力検定試験の成績による
単位認定制度を充実

109
学部・科目特性に応じた成績評価
制度に見直し

110
成績優秀者への表彰と成績不良者
に対する個別指導の充実
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大目標 １　「教育」（「人間教育」の実践により、地域・組織をリードする自律した人材を養成する。）

暫定評価項目 １－５　教育の実施体制等の充実

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【４大、短大、共教セ、教学】 ●盛短 № H18 H21

【成果】

・放送大学の活用は見送り

●宮短 【成果】

【課題】

・学外のゲストスピーカーを積極活用

○　学内共通教育等の充実

・学部、短大部間での内部講師の活用

・雑誌のｵﾝﾗｲﾝｼﾞｬｰﾅﾙ化

・研究費購入図書の全登録、情報共有

・学内作成の研究論文等を継続収集

・IT活用のFD研修会、相談・指導実施

【課題】

○　教員の配置方法・負担割合の再検討

・基本方針、利用計画の策定

・NPOへの管理運営委託

3
他部門の意見をよく聞き、仕事の改
善に結び付ける努力をしている者の
割合（％）

63.5 66.5

　教養科目については、担当教員の負担の偏りを是正

し、全教員による協力体制を構築する必要がある。

　また、院生を持たない共通教育センター、短期大学

部へのTA制度の整備（英語関連科目、フィールド演

習科目など）等を検討する必要がある。

57.1 66.5

　岩手県立大学単位互換制度及び岩手県内5大学単

位互換制度により、学部間、学部・短期大学部間、他

大学間での単位互換が可能となっており、単位互換

等の仕組みに関しては、高い満足度を得ている。

　また、公募型地域課題研究に院生、学部生が共同

で参加し、芽だし研究として取組成果をあげたほか、

院生の実践的な教育研究活動の支援等のため、RA

（リサーチ･アシスタント）制度を創設するなど教育環境

の充実を図っており、今後の研究成果が期待されてい

る。

（指標№1）

○　少人数教育、社会人教育等による教育環境の向
上

　学生の主体的な学習姿勢の涵養のため、各学部で

演習・実習形式を多数導入するとともに、TA(ティーチ

ング･アシスタント）制度を拡充し、全学できめ細かな少

人数教育を浸透させた。なお、教員一人あたりの学生

割合に変化はなかった。

　また、平成18年度にはアイーナキャンパスを開設し、

社会人の教育環境を整備した。

　少人数教育の拡充、社会人教育環境の整備、大学間、学部間の

単位互換制度の確立等、教育体制・教育環境の向上のため一定

の取組を行った。また、ＦＤ活動による質の改善への取組も進んで

いる。

　一方で、教養教育の実施体制、民間企業等の学外専門家の活

用等、引き続き検討を要する課題があるほか、授業評価を含むＦＤ

活動についてはより組織的・体系的な取組が必要となっている。

71.4 75.2

・学部、短大部間での講義担当教員の報
酬を段階的に廃止

・教育改善・FD推進会議設置、FD研修会
等を実施

・全学向け、学部向け、新入生向けの各
種講習会を継続的に実施

・授業支援ｼｽﾃﾑ、学生ｶﾙﾃｼｽﾃﾑの導入
検討

・TAの増員を要する特定の科目で、任用
対象を学部4年次生に拡大

④　大学経営評価指標

・共通教育センターの設置
　→兼任教員の担当教員の明確化
　→共通教育調整会議の役割強化

・非常勤講師等の就業に関する細則制
定、そのあり方を確認

・教員間相互授業聴講実施要領に基づ
き、学部等間で相互に授業公開

（図書館について）
図書経費が少ない、書庫が手狭、開館時
間が短い、他大学等図書館との連携方法
等の課題について検討が必要。

（メディアセンターについて）
蔵書数、座席数、他大学との連携、職員
配置等などから充実した施設である。

教学や業務に活かすため自己啓発
活動を継続的に行っている者の割
合（％）

1
単位互換・留学等の仕組みへの満
足度（％）

2

IT活用による教育支援の進展

118 TA制度の拡充

企業、行政機関、団体等から講師
派遣を依頼

115 教員の相互交流など連携強化

116
メディアセンターの学術情報機能の
充実

114

119 アイーナキャンパスの開設

①　中期計画（手段・方法）

112
全学共通教育の組織、教養教育担
当のあり方の見直し

学外資源（放送大学等）の有効利用113

117

達成度 Ｃ

17 1-5　教育の実施体制等の充実



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　④　大学経営評価指標①　中期計画（手段・方法）

・岩手県立大学単位互換制度を創設 ○　他大学との連携・学外専門家の積極活用

・ガイダンス等で周知徹底

・全学生対象の公開講義

・科目開設等を工夫し、活用実績を確保

・遠隔授業システム整備による特別講義

・放送大学の活用は見送り ○　授業評価を含む組織的・体系的なFD活動

・地域課題研究の着実な推進

・調査項目の見直し、ﾏｰｸｼｰﾄ方式採用

・早期にﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ、HP公開

・FD連絡会の設置

・教育改善のための研修会

・全学での相互授業聴講

・学部FD活動への助成制度設置予定

・県内他大学とのFD研修会共同開催予定

　県内5大学との連携を強化するほか、県内の有為な

人材を講師として招聘するなど、地元に密着した教育

を一層充実させる取組が必要である。

　教職員個々の自己啓発や学生による授業評価等他

の意見から改善活動を行う取組も徐々に進んでいる

が、より組織的・体系的なFD活動に発展させる必要が

ある。

　学部、研究科における授業の改善の工夫を分野の

特性に応じて組織的に実施するため、授業評価を含

めFD委員会等による強力な推進体制を整備すること

が必要である。

（指標№2、3）

・公募型地域課題研究を芽だし研究として
継続、研究室学生も参画

・プロジェクト研究所では、院生をRAとして
採用

・教員間相互授業聴講の定着
→新任教員、教務委員の聴講義務付け

○　学部教育から大学院教育までの一貫教育の検
討

　学部教育と大学院教育との連結を円滑化するため、

学部生による研究科専門科目の受講等、具体的な仕

組みを検討する必要がある。

・各学部専門基礎科目、問題論的ｱﾌﾟﾛｰﾁ
科目の重要性共有、ｶﾘｷｭﾗﾑ編成

・院生による学部開講科目の単位取得の
無料化

・組込技術研究会の立上げ、情報交換等
の実施

120
学部間、学部・短期大学部間の単
位互換の促進

128
研修会、授業の教員間相互評価で
教育の質向上

124
カリキュラムの関連づけによる学部
教育と研究指導の連携強化

125
地域、産公との連携研究プロジェク
ト参加、自主的プロジェクト演習

127
教育内容、教育方法向上のための
組織的な取り組み

121 他学部等の専門教育を奨励

122 岩手5大学単位互換制度を充実

126 学生による授業評価の発展

123 他大学との連携、放送大学の利用

18 1-5　教育の実施体制等の充実



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　④　大学経営評価指標①　中期計画（手段・方法）

・各学部の教務委員会がシラバスを定期
チェックする仕組み確立

129
カリキュラム、シラバスの妥当性の定
期的評価、継続的改善

19 1-5　教育の実施体制等の充実



大目標 １　「教育」（「人間教育」の実践により、地域・組織をリードする自律した人材を養成する。）

暫定評価項目 １－６　学生支援

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【改革、教学】 ●全学 № H18 H21

・各学部ごとに演習・実習形式を多数設定 【成果】

・クラス担任等による学生指導

同上

【課題】

・ピアサポート制度を本格導入

【成果】

○　学習支援体制の充実

●盛短

・教・学本部と学生会等との懇談会 【成果】

・学長と学生が随時懇談

・健康サポートセンターの設置

・他大学との合同研修会 【課題】

・就職支援センターに専属職員配置

●宮短

【成果】

経済的な面の支援が適切

・敷地内全面禁煙化、吸殻拾い 【課題】

・過体重者への血液資質検査、生活指導

・ピア・サポートの本格実施

・留学生チューター制度の導入

　学生相談室、クラス担任制、ＡＡ（アカデミック・アドバ

イザー）制（クラス担任より小規模な10人程度の学生を

対象としたアドバイザー制度、社会福祉学部）、オフィ

ス・アワー制度、ピア・サポート等、学生に対する多様

な相談体制を整備した結果、利用者からはこれら相談

体制、窓口サービスについて全般的に高い満足度を

得ている。

　特に、17年度より学生相談室を健康サポートセン

ター内に設置し、相談体制を充実させた結果、相談者

数、利用満足度とも増加している。

　また、ハラスメント全般の防止対策規程・ガイドライン

を整備し、常設委員会の設置、研修会等の啓発活動

を通じ、トラブルの未然防止にも努めた。

　こうした取組もあり、学生生活に充実感を得ている学

生割合も9割近くに上っている。

（指標№1～4）

男子学生の入寮についての検討が期待さ
れる。

8
就職率（本学就職希望者基準）
（％）

大学主催の企業説明会参加割合
（％）

就職相談満足度（％）

就職情報支援満足度（％）

就職対人援助満足度（％）
・就職支援センターと就職委員会が連携
→就職相談カード導入決定

132

135
健康管理センター機能の拡張、学
生、教職員の健康管理の充実

学生相談室の専門カウンセラー等
の導入

教育カウンセラー、ピアカウンセラー
の導入

133
学生が教員と日常的に話し合える
場の提供

136

学生の生活支援組織の充実、生活
相談、就職支援体制の整備

①　中期計画（手段・方法）

130
1年次から学年進行に応じ、個別の
教育指導体制を充実

少人数担任制、1年次からの講座配
属等の指導体制の充実

131

134

④　大学経営評価指標

・オフィスアワーの制度内容、教員の実施
日の周知徹底

・学生相談員、学生担当教員との情報交
換会

・就職委員会が定期的に就職相談室を設
置

健康サポートセンター、学生相談室、クラ
ス担任制、ピア・サポート等相談体制の多
様化を図っている。退学者が少ない。

進路指導について、一部の教員への過重
な負担を改善すべき。

大学院学生への独自の就職支援策につ
いて検討することが望ましい

盛岡短大部独自の奨学金制度による就学
援助

学生生活が充実している学生割合
（％）

大学によるアルバイト紹介件数（件）

・禁煙サポート支援（学生相談、ニコチン
ガム配布）

・心理相談員を常勤化し、ｶｳﾝｾﾗｰ業務を
充実

会社情報収集のための行動をして
いる学生割合（％）

11

12

13

95.4

280

10

92.1 92.6

86.4 85.0

9

4

7

6

5

1
学生生活に関する大学側の学生サ
ポートの満足度（％）

2

3

学生相談、カウンセラー相談満足度
（％）

窓口サービス（学務）の学生満足度
（％）

　学生の学習支援、生活支援、就職支援の体制、社会人・留学生

の受入環境を整備した結果、学生からは一定の満足水準を維持し

ている。

　今後は、現状の相談体制等をさらに充実させ、保護者への情報

提供、公務員試験対策、組織的な留学生支援等、きめ細かい支援

に取り組む必要がある。

（参考指標）

・「学生生活に関する大学側の学生サポートの満足度」

　H18　71.3％　⇒　H21　71.1％

・「就職相談満足度」

　H18　92.1％　⇒　H21　92.6％

92.0 97.8

0.4 0.5

71.3

88.4 89.7

19.5

79.3 79.7

23.1

離学（除籍・退学）した学生割合
（％）

健康サポートセンター・保健室利用
満足度（％）

229

30.6 27.5

95.1

89.1

71.1

94.0

85.6 92.6

達成度 Ｂ

20 1-6　学生支援



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

○　学生生活支援・就職支援の充実

・優良企業に受入要請、参加企業増加

・大手企業より講師を招き「特別ゼミ」

・産学官連携「キャリアフォーラム」開催

・保証人への単位修得状況通知

・学生カルテシステムの導入検討

・金融機関と提携教育ローン創設

【課題】

・大学院での長期履修制度の導入 ○　学生への相談・助言体制の拡充

・宮古特別公開講座の開設

○　就学状況の保護者への情報提供

・留学生アドバイザー制度を創設

・留学生交流担当グループ設置

　経済的理由により授業料の納付が困難な学生に対

して授業料免除枠の拡大（5%から7%）、「岩手県立大

学学業奨励金貸与」等の奨学金制度の充実を図るこ

とにより、就学環境の整備に努めるとともに、離学者の

割合を抑制した。

　また、健康サポート事業として敷地内全面禁煙に伴う

禁煙サポート支援、過体重学生等への食事・生活改

善の支援等を行い、高い満足度を得ている。そのほ

か、アルバイト情報の斡旋等、学生生活を側面から支

援する取組を継続している。

　就職支援については、就職支援センター内に常勤

の就職支援専門員を配置し、就職相談体制を充実さ

せた結果、高水準の就職率を維持しているほか、就職

相談に関する満足度も全般的に高い水準を維持して

いる。

（指標№5～12）

138
学生の自己発見レポート、インター
ンシップ等の充実

137
セクシュアルハラスメント、アカデミッ
クハラスメントの未然防止

授業料免除、奨学金制度の充実で
経済的に就学困難な学生を支援

144 留学生サポートセンターの充実

アイーナキャンパスで社会人向けに
夜間・土曜開講

139
就職情報、企業訪問、就労体験の
フィードバックで職業選択を支援

143

社会人特別選抜による受入れ

140 就学継続困難な学生への個別指導

141

142

・公開講座「人間と職業」開講、社会人講
師活用

・就職支援センターと学部就職委員会が
連携して就職支援対策事業を実施

・経済的理由で卒業困難な学生に緊急貸
付制度を導入

・総合政策研究科で、公共政策特別コー
スを設置

・ハラスメント防止のための規程・ガイドライ
ン整備

・ハラスメント防止対策委員会設置
→意識啓発、周知、研修会

・インターンシップ説明会開催、参加者増
加

・保護者への成績通知制度の全学実施検
討

・大学、大学院、短大部に社会人の選抜
区分

・留学生チューター制度を導入、学生を委
嘱

　社会人が学習しやすい教育プログラムとして、大学

院での長期履修制度（看護学研究科）、公共政策特

別コースの設置（総合政策研究科）、学部、大学院、

短期大学部への社会人選抜区分の導入等を行い、着

実に社会人の受入環境を整備している。

　また、留学生への教育支援として、留学生チュー

ター制度の導入、日本語の補講教育、留学生支援基

金の設置等に取り組んでおり、成果をあげつつある。

　学生カルテシステムの本格運用、保護者への成績通
知制度の全学実施化の検討等により、学生の就学状
況をタイムリーに情報提供する仕組みを構築する必要
がある。

　学生一人ひとりの実情に応じた生活支援体制を充実

させるため、教員が随時研究室を開放するオフィスア

ワー・プラスの導入や、学生組織による相互扶助的な

活動の強化、学生相談と健康管理の連携による心身

両面からの相談・助言等を一層充実させる必要があ

る。

○　社会人、留学生等が学習しやすい受入環境の整
備

21 1-6　学生支援



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

○　きめ細かい就職支援方策の再検討

・岩手大の日本語カリキュラムの活用促進

○　留学生支援の検証・改善

　就職に関する情報支援、対人援助とも比較的高い満

足度を維持しているが、会社情報の収集活動、大学

主催の企業説明会の参加に関する割合はともに下

がっており、参加者増の取組に関する工夫が必要であ

る。

　また、公務員試験対策強化の要望があり、きめ細か

い就職支援の方策についてさらに検討する必要があ

る。

（指標№13、14）

145
日本語、日本事情等のカリキュラム
提供

146 留学生の後援組織の設置

・留学生への日本語補講（初級、中・上
級）の創設、充実

・留学生支援基金の設置
→緊急資金貸付として活用

日本語補講、日本事情に関するカリキュラムの正規

科目化の検討、留学生アドバイザー制度の役割の検

証等を行い、全学で組織的な留学生支援体制を整備

する必要がある。

22 1-6　学生支援



大目標 ２　「研究」（現代社会の緊急課題や地域課題の研究に重点的に取り組み、成果を社会に還元する。）

暫定評価項目 ２－１　学際的・複合的な研究への取組

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【４大、短大、研本】 ●宮短 № H18 H21

【課題】

・知的資産ガイド、研究テーマ一覧作成

【成果】

○　学際的・複合的研究の推進

・遠隔教育支援ｼｽﾃﾑ推進室の設置

・開設準備委員会の設置、設置環境調査

○　研究成果の地域への還元等

・総務省ICT利活用ﾓﾃﾞﾙ構築事業「すこ
やか電子手帳」研究

・公募型地域課題研究の設置、研究テー
マの共同研究化、指導助言

・県の新地域経営計画の政策分野に係る
「課題研究」への取組、2件新規採択

・看護職、組込み技術者のためのeﾗｰﾆﾝ
ｸﾞｻｲﾄの開発・運用

・福祉職等のための支援ｼｽﾃﾑの開発・運
用

・NPO法人を実施主体とする事業計画策
定

・テラヘルツ分光測定方法の確立、特許
出願、論文・学会発表
→ヤマノイモ種子の乾燥・吸収課程をテラ
ヘルツ分光イメージングで観察

・子育て、高齢者、障害者等の生活支援
情報ｼｽﾃﾑの構築、試行、評価

150
ﾒﾃﾞｨｱｺﾝﾃﾝﾂの創造技術、普及手
法の研究、ｺﾐｭﾆﾃｨｰFM局開局

151

①　中期計画（手段・方法）

147
実学実践の教育研究により地域貢
献する大学として研究機能を充実

研究者と研究資産の連携により、緊
急課題に学際的・複合的に対応

148

研究開発ｺﾝｿｰｼｱﾑの創出促進、テ
ラヘルツ産業クラスターの形成

149

152
健康管理、生活支援の情報統合シ
ステム、生活支援体制の構築

遠隔教育による専門職への学習機
会の提供、専門技術の高度化

④　大学経営評価指標

・戦略型地域再生研究機構の発足
→ﾃﾗﾍﾙﾂ応用研究所などのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研
究所を設置、外部研究員を拡充

・研究種目に地域課題研究、公募型地域
課題研究、地域貢献調査活動研究を設
置、共同研究数増加、専任職員増加

研究活動を活性化する方策の検討が必
要。地域課題に応える総合的な研究に共
同で取り組み、成果を上げることが期待さ
れる。

2

3

38,981

79

年間受託・共同研究件数（件）

年間受託・共同研究金額（千円）

学部間、他機関との共同研究割合
（％）

128,467

69

　　「全学プロジェクト研究」などの学際的・複合的な研究や「公募

型地域課題研究」による地域課題の研究を推進した。研究成果は

研究成果発表会の開催やＷＥＢ公開等で地域に還元したほか、一

部の取組は自治体の事業等へ反映され、受託・共同研究件数が

増加している。

　今後、学際的プロジェクトが積極的に展開されるためのコーディ

ネート機能や相互の協力体制の強化充実を図るとともに、緊急度・

重要度に応じた研究テーマの発掘と外部との新たな連携体制の構

築などに取り組む必要がある。

（参考指標）

・「年間受託・共同研究件数」

　Ｈ18　31件　⇒　Ｈ21　86件

　全学プロジェクト研究体制の充実等により、「盛岡市
まちづくり研究所」等の設置や地域専門職への遠隔教
育システムの構築、県民の健康や福祉の向上のため
の研究の実施、「岩手看護学会」の設立支援等によ
り、地域の課題等の解決に貢献できるような研究を推
進した。
　また、研究種目として「公募型地域課題研究」を創設
し、研究テーマの共同研究化や応募団体への指導助
言を行った。
　以上の取組により、学部間、他機関との共同研究割
合は増加している。
（指標№3）

　社会福祉学部における川井村のIT活用による高齢

者見守りシステム導入の研究・実践活動等、研究成果

の一部は自治体の施策や事業へ反映された。

　また、看護学部においては県民の健康向上のため

の実証的な研究の成果に基づく技術セミナー等を開

催し、看護技術の普及に努めた。（県内看護職は日本

看護技術学会の学会賞を3回受賞）

　なお、現地説明会の開催や報告書作成、Ｗｅｂ公開

等により、地元自治体や地域住民等への研究成果の

還元に努めた結果、受託・共同研究件数が増加した。

（指標№1）

1 31 86

達成度 Ｃ

23 2-1　学際的・複合的な研究への取組



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

【課題】

○　コーディネート機能や協力体制の強化・充実

・奥州市環境基本条例制定の支援

・条例制定等のプロセスのモデル構築

・北上川水域生態系調査

【看護・看研】

・研究成果の内外の学会への発表

・研究科授業、ﾗﾝﾁｮﾝｾﾐﾅｰへの遠隔参加 ※　国際共同研究については除いて整理（→3-2）

【社福・社研】

・地域福祉開発研究会を定例開催

・月例会を教員の研究会として開催

・臨床現場での看護技術を、臨床・基礎研
究の両面から研究
→糖尿病療養指導士の看護実践、養護
教諭の傷の手当て、在宅ｹｱの感染看護
技術等

・看護技術の研究結果の学会発表、雑誌
投稿、「看護技術に関する相談・支援事
業」（交流会）での臨床現場への還元

・学内学会において卒業生の職能的分科
会を設置

・県民の健康問題、出産・子育て、成人・
高齢者の心身の健康増進などを研究

・地域課題を学部ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究とし、組織
的に対応

・岩手県の看護の現場における人材育
成・業務管理の向上に寄与する研究
→5つのｻﾌﾞﾃｰﾏ、実践現場ｽﾀｯﾌと共有

・業務管理に関するニーズへの対応研究
→看護職者の家族支援能力向上、在宅
ﾀｰﾐﾅﾙｹｱでの訪問看護師の役割、看護
職への一次救命処置普及ｼｽﾃﾑ開発等

・研究成果報告会で、研究計画ﾃﾞｻﾞｲﾝ、
ﾃﾞｰﾀ収集方法、看護実践方法を再検討

・合併市の保健医療福祉に関する調査研
究

153 環境条例制定等の支援

154
県民のライフサイクルに応じた健康
支援に寄与する研究の推進

155
「現場の人材育成・業務管理の向
上」、「現場と大学院との遠隔教育」

157
福祉コミュニティー構築のため、関
連研究を推進

156
EBNを促進する総合的な看護技術
の実証的研究を推進

　地域の課題が多種・多様であることから、緊急度・重

要度に応じた新たな研究テーマ発掘や外部を含めた

幅広い連携体制を構築する必要がある。

○　研究テーマの発掘と外部との新たな連携体制の
構築

　受託・共同研究の件数は増加しているものの、金額

ベースでは減少しており、学部・学科や専門分野の異

なる教員間を横断するような学際的プロジェクトが積極

的に展開されるよう、コーディネート機能や相互の協力

体制の強化・充実が必要である。

（指標№2）

24 2-1　学際的・複合的な研究への取組



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

【ソフト・ソフ研】

・教育研究活動報告書の出版、配布

・学生、教員の端末更新計画策定

【政策・政研】

・「環境問題に関する政策課題」の研究

・岩手県を題材とした卒論テーマが増加

【盛短】

【宮短】

【４大、短大、研本】

・宮古短大の地域貢献活動、教育のあり
方検証

・景観とまちづくり、公共交通機関活用の
体験型観光の創造等の研究・発表

・各種技術展示会に出展、技術移転の取
組

・開学10周年記念事業として全学研究成
果発表会開催

・組込技術研究所、戦略的ｿﾌﾄｳｪｱ研究
所、地域防災ｼｽﾃﾑ研究所で研究課題
（プロジェクト）を推進

・包括協定先との共同研究の企画、ｼｽﾃﾑ
構築

・「地域活性化問題に関する政策課題」の
研究をｺｰｽを問わず学部全体で取組

・「国際的視野に立った地域の政策課題」
の研究で論文作成

・「住環境」「県産食品と健康」「多文化共
生」「文化継承」の研究、成果発表

・50年間の生活環境変化に係る地域課題
の研究

162
文化・環境に関する地域的課題の
研究

161

163
三陸地域の特性を生かした地域振
興の調査研究

164
産学連携の下で、研究成果を産業
技術として社会に移転・還元

158

159

「ユビキタスいわてインフラ構築」を
研究課題候補として検討

諸外国の地域の役割、グローバル
社会の地域課題等を専門的に研究

160
社会構造変動、科学技術による行
政改善等、地域活性化の専門研究

行政、法、経済等様々な側面から環
境問題を専門的に研究

25 2-1　学際的・複合的な研究への取組



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

・教育研究者情報ｼｽﾃﾑの構築、公開

・学会発表促進費の配分

・学術研究費実績報告書に論文等発表実
績の添付義務化

・全学ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等研究費の中間・事後評
価で論文等発表実績を項目化

165
教員の専門分野、研究内容・成果
のデータベース化、情報公開

166
研究成果を学術誌、学会等で積極
的に公開

26 2-1　学際的・複合的な研究への取組



大目標 ２　「研究」（現代社会の緊急課題や地域課題の研究に重点的に取り組み、成果を社会に還元する。）

暫定評価項目 ２－２　研究実施体制等の整備

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【４大、短大、研本】 ●盛短 № H18 H21

・プロジェクト研究所制度の設置 【成果】

・企業等から外部研究員に積極委嘱

【課題】

　

【成果】

○　研究資金の重点的な配分

●宮短

【課題】

○　研究環境の整備

・学生の短期雇用について上限を撤廃

・知財ｾﾐﾅｰ、発明相談会の実施

・共同研究、応用研究を特許出願

知的財産をデータベース化し、学外
へ積極的にPR

・知的資産ｶﾞｲﾄﾞ、教員別研究ﾃｰﾏ一覧等
の作成

・岩手大学知的財産本部等と連携し、企
業への技術移転への取組

171
メディアセンターの学術情報機能の
充実

①　中期計画（手段・方法）

167
民間企業、行政機関、各種団体との
人事交流等の推進

重要な研究プロジェクトのため、機
動的、横断的に教職員を配置

168

169

172 RA（research assistant)制度の導入

研究資金を様々な分野にバランスさ
せ、公正な評価で効果的に配分

170
全学的研究、学部プロジェクト研究
のため、研究資金を重点配分

図書経費が少ない、書庫が手狭、開館時
間が短い、他大学等図書館との連携方法
等の課題について検討が必要。

173 図書館専門職スタッフの配置

174

④　大学経営評価指標

・5大全学ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで学部横断的ﾘｰﾀﾞｰ配
置

・課題研究「地域専門職への遠隔教育ｼｽ
ﾃﾑ研究」で学部横断的研究

・研究資金配分ｼｽﾃﾑを整理
→基盤、学部、全学、助成金に4区分

「基盤研究費」等について、研究分野･内
容や学部の特性に関わらず一定額である
点について検証し、より充実した制度構築
が望まれる。

蔵書数、座席数、他大学との連携、職員
配置等などから充実した施設である。

教員業績評価について、専門を異にする
研究者との面接によって適切に行うため
には、より組織化された評価方法の開発
が必要。・5大全学ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究に研究費を重点

配分

1 54,200

・学部ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究を定額配分から申請
方式に転換

・ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ・ｵﾝﾗｲﾝﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ利用講習
会実施

・RA制度の導入、非常勤職員として院生
を採用

・図書司書資格保有者を法人職員として
採用

科学研究費年間総額（千円）

　地域連携研究センターを設置し、連携コーディネー

タ、連携支援アドバイザーによる企業等との連携を図

るとともに、積極的に企業等から外部研究員を委嘱し

た。また、研究評価、研究倫理及び研究費の不正行

為防止等の諸規程を整備し、研究管理や研究費の適

正執行に努めた。

（指標№1～2）

78,820

2 科学研究費年間件数（件） 44 50

　研究水準の向上を図るため、企業等からの外部研究員を拡充す

るとともに、研究資金の配分変更や関係規程の整備など研究環境

の整備に努めた結果、科学研究費補助金の獲得件数や金額が増

加した。

　今後、多様な学術分野の教員の研究能力を維持向上させる研究

基盤を確保するとともに、各学部の特性に応じた研究者の交流や

研究補助員の拡充等を行うなど研究実施体制を整備するほか、併

せて科学研究費補助金等の外部資金の獲得についても促進する

必要がある。

（参考指標）

・「科学研究費年間総額」

　Ｈ18　54,200千円　⇒　Ｈ21　78,820千円

・科学研究費年間件数

　Ｈ18　44件　⇒　Ｈ21　50件

　政策目的研究や学部研究・学部横断的研究等を推

進するために、個人研究費を減額し、研究資金の配

分システムを基盤・学部・全学・助成金の４区分に整理

したうえで、全学プロジェクト研究に重点配分する制度

を構築した。また、活動実績に応じて予算を配分でき

るよう、院生研究指導費、学会発表促進費、外部研究

費獲得促進費などを創設した。

達成度 C

27 2-2　研究実施体制等の整備



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

同上 【課題】

○　外部資金の獲得に向けた取組の拡充

○　研究者間の連携とサポート体制の強化

・学会等開催助成の制度化

【看護・看研】

※　国際共同研究については除いて整理（→3-2）

【社福・社研】

【ソフト・ソフ研】

・いわて情報産業ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの開催

・首都圏と仙台で企業就職ﾌｫｰﾗﾑ開催

176
地域連携研究センターを中心とし
た、学内外の研究の積極的連携

175
特許取得件数の増加、研究成果の
事業化等、知的財産を活用

・連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ、連携支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰに
よる企業等学外との連携強化

・連携支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ、ﾘｴｿﾞﾝ担当教員の
拡充・強化

協定締結大学を中心に、看護の文
化的特徴に係る国際研究体制整備

177
民間、行政との研究会、他大学との
共同研究等、実学・先進研究の推
進

178

179

学会（国内・国際）の企画・開催によ
り、内外研究者との交流促進

181
地域社会のニーズ、学部のシーズ
の交流・協調を推進

・二戸市、遠野市、川井村、宮古市等との
共同研究・調査

180
学部研究推進委員会を中心に、既
存研究会の連携、共同研究の推進

・学術研究費に、連携研究枠、公募型地
域課題研究枠を設定

・組込技術研究会、テラヘルツ応用研究
会、地域づくり研究所設置、研究会活動
活発化

・包括協定締結の市町村を中心とした産
学官交流事業の支援

・社会福祉、環境、ｿﾌﾄｳｪｱ等の国際ｼﾝﾎﾟ
ｼﾞｳﾑ開催

・学部間協定締結大学UNCW看護学部と
の共同研究をICNに発表

・県内外の情報ｻｰﾋﾞｽ産業との意見交換
会

　研究水準の向上を図るためには、多種・多様な学術

分野にわたる教員の基礎的、共通的な研究基盤を確

保するとともに、地域連携研究センターを活用した学

際的・学部横断的な取組を活発化することにより、新た

なテーマの発掘や外部を含めた幅広い連携体制の構

築を行っていく必要がある。また、各学部の特性に応

じた研究者交流や研究補助員の拡充等をさらに積極

的に行うとともに、研究補助や事務等のサポートを強

化する必要がある。

　また、教員業績評価について、研究分野について、

専門外の教員が評価しなければならない場合につい

ての工夫が必要である。

　科学研究費補助金の獲得金額は増加しているもの

の、応募比率が低水準であることから（H19年度科学

研究費補助金応募比率　本学33％　　公立大平均

50％）、応募できない理由等を調査のうえ、教員のモ

チベーション向上も含めた取組の強化が必要である。

28 2-2　研究実施体制等の整備



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

【政策・政研】

・WEB「地域貢献ﾌｫｰﾗﾑ」での意見交換

【盛短】

【宮短】

・さんりく基金を活用した研究ﾃｰﾏ

・内陸・沿岸の格差の数値分析、検証

【研本】

・研究倫理に関する4規定を整備

・不正防止のための研究費ﾏﾆｭｱﾙ制定

・不正行為防止計画の策定

182
地域の政策課題を研究課題とし、地
域連携を体系的に行う体制整備

187
研究倫理の向上のための組織を設
置

186
評価結果を研究費の重点配分に反
映

185
研究活動について研究目標を明確
化し、成果を評価

183
地域のニーズと盛短のシーズの融
合のため、産学公連携の調査

184
産学民公の連携により、地域に密着
した研究体制を充実

・「公募型地域課題研究」として防災、交
通、森林保全、地域活性化、条例制定等
への取組

・重点課題研究に研究費の10％を毎年度
割り当て

・全学研究費の中間評価結果を継続研究
費配分に反映

・研究Gが住環境、県産食品と健康、多文
化共生、文化継承のﾃｰﾏで研究

・地域ﾆｰｽﾞと教育ｼｰｽﾞが結びつく食材に
係る公募型研究での取組、いわて食ﾏｯﾌﾟ
公開

・公共交通機関を活用した体験型商品の
企画

・学術研究費評価委員会設置、中間・事
後評価を実施

・まつ並木伐採跡地に関する報告、指摘
事項の確認

・地域貢献研究会での若年層雇用、地域
交通政策、地場産業政策に係る研究
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大目標 ３　「地域・国際貢献」（教育機会の充実、シンクタンク機能の強化を図り、国際交流事業を積極的に推進する。）

暫定評価項目 ３－１　社会人教育等の実施

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【４大、短大、研本]】 ●全学 № H18 H21

【成果】

●盛短

【課題】 【成果】

・「組み込みｿﾌﾄものづくり塾」開催

・ｼｽｺﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞｱｶﾃﾞﾐｰ開催

○　専門職業教育の充実

・多文化共生ﾌｫｰﾗﾑ開催

・国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ、ﾌｫｰﾗﾑ開催

【課題】

・福祉人材のｽｷﾙｱｯﾌﾟ「ｺﾐｭﾆﾃｨｶｳﾝｾﾗｰ
教育・研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」開講

190
人材育成プログラムにより、社会人
教育の実効的方策を提供

191
研究成果等の情報提供のため、コ
ミュニティFM局を開局

　社会人教育を更に推進するためには、それに伴い

特定の教員の負担が増すことのないよう、全学的な支

援体制の構築が必要である。

実践的教育研究活動として、地域
の国際交流活動を推進

④　大学経営評価指標

・全学課題研究に「地域専門職への遠隔
教育ｼｽﾃﾑの構築と実践的研究」採択

公開講座数（講座）

192

・滝沢村との産官学共同事業「ﾍﾞｯﾄﾞ枕」開
発

・設立準備委員会が事業計画策定、推進
委員会、NPO法人立ち上げ

①　中期計画（手段・方法）

188
アイーナキャンパスを活用し、社会
人教育、県民学習支援等を提供

研修機関との連携、遠隔教育による
専門職への学習機会の提供

189

・文科省「戦略的大学連携支援事業」採
択、いわて高等教育機関ｺﾝｿｰｼｱﾑ事務
局設置、共同事業、公開講座等の実施

・看護職や組込技術者のeﾗｰﾆﾝｸﾞｻｲﾄ、
福祉職等の支援ｼｽﾃﾑ完成

・「組込み系高度IT技術者養成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」
開催

28 66

2,013 4,274

1

2 年間市民の公開講座参加人数（人）

各学部の特性を活かした活動実績を挙げ
ている。公開講座は80％の受講者が肯定
的な回答であり、効果的に実施されてい
る。

公開講座は地域のニーズに応じた講座開
設に向けて改善が望まれる。
なお、一部の教員に負担が偏重しないよう
配慮が必要。

○　各キャンパスの公開講座と遠隔教育の拡充によ
る社会人教育の充実

※　大学院における社会人対応については除いて整
理（→1のカテゴリ）

　各キャンパス（滝沢・宮古・アイーナ）における公開講座の実施、

遠隔教育の拡充により社会人教育に取り組んだ。

　今後も地域のニーズを踏まえた社会人教育を引き続き行っていく

必要がある。

（参考指標）

・「公開講座数」

　Ｈ18　28講座　⇒　Ｈ21　66講座

・「公開講座受講者数」

　Ｈ18　2,013人　⇒　Ｈ21　4,274人

　３つのキャンパス（滝沢・宮古・アイーナ）を活用し、

公開講座や「IPU情報システム塾」等による生涯学習

支援や心理相談・健康相談のソーシャルサービス等に

より社会人教育を充実させ、地域貢献に取組んだ。

（指標№1～2）

　全学プロジェクト研究の成果として、看護職やソフト

ウェア組込技術者のｅラーニングサイト、福祉職等の支

援システムが完成するとともに「コミュニティカウンセ

ラー教育・研修プログラム」や「組み込みソフトものづく

り塾」等の人材育成プログラムにより、社会人の専門職

業教育に取組んだ。

○　社会人教育を担当する教員への支援体制の強
化

達成度 Ｂ
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大目標 ３「地域・国際貢献」（教育機会の充実、シンクタンク機能の強化を図り、国際交流事業を積極的に推進する。 ）   

暫定評価項目 ３－２　産学公の連携推進

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【４大、短大、研本｝】 ●盛短 № H18 H21

【成果】

・IPUｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ設置で誘致活動

●宮短

【課題】

【成果】

・市町村、団体と連携協定締結

・県内外の技術展示会に出展

・いわて未来づくり機構に参画

【課題】

○　地域連携、産学連携の促進

・知財啓発・相談、発明規程改正

④　大学経営評価指標

1

「介護予防食品プロジェクト」、「公募型地
域課題研究」等の社会貢献の特長的なあ
り方は評価できる。

①　中期計画（手段・方法）

193
地域連携研究センターの充実強化
により、産学公の連携を強化

・連携協定団体との事業展開、新締結先
の確保

・連携支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ、ﾘｴｿﾞﾝ担当教員の
拡充、体制強化

194

・計画通り、ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ、図書館相互利用、
単位互換を実施

・国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ、地域連携ﾌｫｰﾗﾑ、北上
川流域自動車関連協議会等に参加

地域課題に対し、将来への政策提
言を行う研究プロジェクトの設置

195

・産学官交流会に研・地本部ｾﾝﾀｰ長等が
積極参加

・地域づくり研究所の中に盛岡市まちづく
り研究所設置

・10周年記念事業として研究成果発表会
を開催

自治体、企業等との交流、異業種交
流会等により社会的ニーズを把握

　地域貢献をこれまで以上に推進するため、両キャン

パスにおいて地元のニーズを把握する取組の実施や

学部の特性に応じた産学公の連携方法の提案、行政

等との連携によるシンクタンク機能の強化等を行い、

地域連携、産学連携を一層促進する必要がある。

○　地域のニーズに対応した研究とその成果の還元

198
岩手大学地域連携推進センターと
連携し、知的財産を管理

・INS知的財産活用研究会に参加、岩手
大学地域連携推進ｾﾝﾀｰと連携し、知財
活用方策等を検討

196
研究内容の中から潜在的応用力を
開発し、社会的要望とマッチング

197
いわて5大学学長会議によるシンポ
ジウム、図書館相互利用、単位互換

・いわて5大学学長会議がいわて高等教
育ｺﾝｿｰｼｱﾑに発展改組、事業化

社会貢献活動が不十分。地元のニーズを
掘り起こしながら一層展開していくことが望
まれる。

自治体からの委員委嘱依頼総数
（件）

410 563
　　「地域連携研究センター」の学内組織としての位置づけ、「滝沢

村IPUイノベーションセンター」の設置、「IPU地域づくりプラザ」の設

置、自治体等との連携協定締結などの産学公の連携により、地域

企業の発展に寄与した。また、知的財産の管理について啓発事業

や発明規程の改正を行い、地域のニーズに対応した研究の成果を

還元できる環境を整備した。

　今後、これまで以上に地域貢献を推進するためには、両キャンパ

スにおいて地元のニーズを把握する取組の実施や学部の特性に

応じた産学公の連携方法の提案、行政等との連携によるシンクタン

ク機能の強化等を行い、地域連携、産学連携を一層促進していく

必要がある。

　岩手県立大学ＩＴ産業集積構想を推進させた「滝沢

村ＩＰＵイノベーションセンター」の設置（H21.5月）や

「IPU地域づくりプラザ」の設置（H20年度）、「介護予防

食品プロジェクト」（H18～20年度）などの取組に加え、

自治体等との連携協定の締結（協定数6）により、地域

や企業及び行政機関との連携に取り組み、地域の

ニーズに対応した調査研究を推進した。

　また、成果の還元に必要となる知財管理について、

啓発・相談事業を行い、発明規程を改正し、特許の共

同出願（H19年度)につなげた。

　なお、報告書作成やWEB公開により、研究成果の還

元に努めた結果、自治体等からの委員委嘱件数が増

加している。

（指標№1）

達成度 C
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大目標 ３　「地域・国際貢献」（教育機会の充実、シンクタンク機能の強化を図り、国際交流事業を積極的に推進する。）    

暫定評価項目 ３－３　交換留学・共同研究の推進

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【４大、短大、教学、研本】 ●全学 № H18 H21

【課題】

・特別聴講期間後に大学院への進学増

・単位認定付短期語学研修を制度化

・経費助成制度を設置

・協定締結大学との交流継続

・国際交流研究会の発足

・海外研究者を招聘、国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ開催 【成果】

○　協定大学との交流拡大

●社福

【課題】

●ソフト

【課題】

教育に関する国際交流が不十分。 【課題】

○　全学的な方針の明確化

●政策

【課題】

○　交換留学の推進と教育への反映

●看研

【課題】

　国際貢献に関する全学的な方針や目標が定められ

ておらず、国際交流事業の停滞につながっていること

から、早急に方針等を明確化する必要がある。

47.6
　国際交流協定締結大学からの留学生を継続的に受け入れてい

るものの、学生の海外研修への参加や関心が薄く、教員の国際交

流も不十分である。

　今後、国際交流事業を拡大するためには、全学的な方針のもと

で、学生及び教員の国際交流に対する支援体制を強化する必要

がある。

（参考指標）

・「国際化事業に関心がある学生割合」

　H18　45.0％　⇒　H21　40.5％

・「海外研修参加数」

　H18　41人　⇒　H21　30人

　国際交流協定締結大学から、継続的に特別聴講学

生を受け入れるとともに、単位認定付短期語学研修を

制度化（H20年度）し、本学からの海外派遣にも取り組

みつつあり、このような取組の結果、本学の国際化へ

の取組が積極的であると思う学生の割合が増加してい

る。

　また、国際シンポジウム等を開催(H20年度）し、本学

と海外研究者の交流を進める取組を行った。

（指標№1、3）

　海外派遣制度を充実（H20年度）したが、海外研修の

参加数や関心がある学生数は減っている。

　今後、さらに留学生の受入れや海外留学する学生を

増加させるには、支援体制の更なる強化や語学力の

向上を図るとともに、国際交流事業を留学した学生以

外の学生への教育へ活かす取組を行う必要がある。

（指標№2、4）

30

40.5

7

国際交流への取組が不十分、学部として
の国際交流体制の整備が必要。

41.21

41

45.02

4 海外研修参加学生数（人）

国際化事業に関心がある学生割合
（％）

留学協定締結数（校）

国際交流についてさらなる交流促進が必
要。

海外の幅広い地域で、より多くの学術研
究機関と国際交流協定を締結すべき。

交換留学等の締結先との活発な交流が望
まれる。

国際交流に対する目標の明示と組織的取
組の推進が望まれる。

④　大学経営評価指標

・大連交通大学、韓国松又大学校から特
別聴講学生を受け入れ

大学の基本的方向の１つである「国際社
会への貢献」のための組織的取組を強化
すべき。

国際化への取組が積極的と思う学
生割合（％）

3 5

201
アジア諸国の情報技術、社会福祉
施策等の研究、学生・研究者の交
流

①　中期計画（手段・方法）

199
国際交流協定大学との交換留学・
共同研究等の促進

教育実践プログラム（海外研修）の
充実、学生の海外留学を支援

200

達成度 Ｃ

32 3-3　交換留学・共同研究の推進



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　④　大学経営評価指標①　中期計画（手段・方法）

●社研 ○　海外共同研究における支援体制の構築

【課題】

●ソフ研

【課題】

●政研

【課題】

●盛短

【成果】

●宮短

【課題】

　国際的な共同研究を推進するためには、大学として

組織的に支援する体制が不可欠であることから、国際

交流協定先の開拓と交流を継続させるための仕組

み、教員の派遣・交流制度等の検討を行う必要があ

る。

留学生の受入れや海外との研究交流の
推進が必要。

国際交流が活発になされている点は評価
できる。

国際交流への取組は不十分、今後に期
待。

国際交流が不十分であり、具体的な方策
が必要。特に博士後期課程においては海
外での研究活動等へのバックアップ体制
の強化が望まれる。

国際交流が不十分、組織的取組の推進
が望まれる。
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大目標 ４　「業務運営」（トップのリーダーシップと業務の効率化により、新たな課題に戦略的、機動的に対応する。）

暫定評価項目 ４－１　教育研究組織の見直し

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【４大、共教セ、改革、教学、研本】 ●全学 № H18 H21

・役員会議の設置 【課題】

・3本部体制の確立

●盛短

【成果】

・専務、常勤、非常勤理事の役割明確化

【成果】

【課題】 ○　組織運営体制の改善

・本部長補佐、副学長代理、室の設置

・学部等運営会議の設置

○　教育・研究組織の見直し

・各本部に室配置

【課題】

・研究費の3区分化、研究費体系整備 ○　役割・権限の明確化

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究所実施要領の制定

●宮短

【課題】

・学外有識者等2名を非常勤理事に任命 学長や意思決定組織の役割や権限の範
囲が明示されていないので、必要な規定
等を整備すべき。

教授会規程では教授会は教授以上で組
織されることになっているが、実際は准教
授以下も常に出席しており、規程と齟齬が
生じていることから、改善が必要。

教育研究組織は概ね適切に機能してい
る。

・本部長会議、学部長等会議の位置づけ
明確化、実質化

・本部長がﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ、地連ｾﾝﾀｰ等の
長兼任

・非常勤理事の担当分野を明確化、活動
評価

・副学長3人体制、本部長兼務、副本部長
配置

・課題研究の創設、戦略的見地から重点
配分

208
人員・財源を特定の教育研究、プロ
ジェクトに戦略配分する方策立案

205

環境変化に組織的に適切に対応し
ていると感じる教職員割合（％）

公立大学法人の短期大学に対する県内
外のニーズの測定にも意を払うことが望ま
しい。

・次期中期目標を見据え、運営体制、予
算、志願者確保等の経営戦略を年度計画
に反映

学長や意思決定組織の役割や権限の範
囲が明示されていないので、必要な規定
等を整備すべき。

学部等の大学運営への積極的な参画を
図る仕組みの検討が望まれる。

学長や意思決定組織の役割や権限の範
囲が明示されていないので、必要な規定
等を整備すべき。

④　大学経営評価指標

・次期ｽﾃｰｼﾞでの本学のあるべき姿「新し
い10年を目指して」公表

・本部長会議、学部長等（連絡）会議の設
置

全学運営組織の責任者は、業務を
迅速に効率運営する施策を実施

①　中期計画（手段・方法）

202
理事長、学長がリーダーシップを発
揮し、経営戦略を確立

分野ごとに管理運営責任者を設置
し、意思決定を迅速化

203

33.0

209

3
問題が発生してからの対応は早いと
感じる教職員割合（％）

学外の有識者、専門家を理事に登
用し、開かれた大学運営を推進

204
理事は中期目標・計画の実現のた
め、計画的に責任をもって運営担当

206
各学部長等は、分野特性に配慮し
た機動的・戦略的運営体制を構築

207
理事等を責任者として教職員を配
置、専門性を発揮して業務遂行

1
ビジョンや中長期計画に沿った経営
や資源配分がおこなわれていると感
じる教職員割合（％）

27.5 27.0

32.3

2 27.532.3

　大学を取り巻く新たな課題などに迅速・的確に対応

するため、理事長、学長、３本部などの意思決定組織

の役割・権限を明確化し、必要な規程等を整備してい

く必要がある。

（指標№1）

　共通教育センター、アイーナキャンパスの設置など

により、「実学実践」の理念のもと、教養教育や社会人

教育を充実するための仕組みを構築した。

　役員会議（理事長主宰）、本部長会議（学長主宰）、

学部長等会議（学長主宰）の設置、本部体制の確立、

室の設置などにより、理事長と学長のリーダーシップを

発揮できる仕組みを構築した。

　理事長が主宰する役員会議や、学長が主宰する本部長会議、学

部長等会議などを設置し、トップのリーダーシップを発揮できる仕

組みを構築し、意思決定の迅速化と業務の効率化を図った。

　共通教育センターの設置などにより、教育・研究に係る組織の見

直しを進め、学生等のニーズに対応した教育・研究を実践した。

　今後、理事長、学長、各本部長などの意思決定組織の役割・権

限の明確化を図るため関係規程の整備をするとともに、全学的な

取組が教職員に浸透し、教職員が大学運営に参画しやすい環境

づくりを進めるなど、さらなる努力が必要である。

（参考指標）

　・「ビジョンや中長期計画に沿った経営や資源配分がおこなわれ

ていると感じる教職員割合」

　　H18 27.5 ％ ⇒　H21 27.0 ％

　・「環境変化に組織的に適切に対応していると感じる教職員割

合」

　　H18 32.3 ％ ⇒　H21 27.5 ％

　・「問題が発生してからの対応は早いと感じる教職員割合」

　　H18 32.3 ％ ⇒　H21 33.0 ％

達成度 Ｃ達成度 Ｃ

34 4-1　教育研究組織の見直し



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　④　大学経営評価指標①　中期計画（手段・方法）

○　教職員等の大学運営への積極的な参画

・内部考査実施要領の制定

・学外委員4名を任命

・研・地本部に情報公開窓口を設置

○　共通教育センターの見直し等

・外部委員を2名任命

・新たに研究分野から選任、委員増員

・全学ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究体制の検証

・入試から卒業指導まで一貫教育の必要
性、高大接続、共通・専門教育の接続強
化

・4学部・2短大部の考査実施、研究費等
の事務処理状況をﾁｪｯｸ

・新入生・在学生・企業・教職員の各ｱﾝｹｰ
ﾄの評価指標への反映、実施計画策定

・共通教育ｾﾝﾀｰ、ｱｲｰﾅｷｬﾝﾊﾟｽ、戦略的
地域再生研究機構の設置、効果的運営

教授会規程では教授会は教授以上で組
織されることになっているが、実際は准教
授以下も常に出席しており、規程と齟齬が
生じていることから、改善が必要。

213
各学部等の教育研究組織のあり方
を継続的に検証

210
法で定める監事の他に、内部チェッ
ク体制を整備

211
経営会議への学外有識者等の参
加、広聴窓口設置、外部意見反映

212
教育研究会議への学外専門家の参
加、学生意見を反映

　県民等からの期待に応え、全学をあげた取組を行う

ため、学部や教職員等の意見の集約と大学運営への

積極的な参画を図る仕組みの検討が必要である。

（指標№2、3）

　教養教育の充実を図るための共通教育センターの

見直し、学部を支援する体制充実のための事務組織

の見直し、学部長を補佐する体制等についての検討

をしていく必要がある。

35 4-1　教育研究組織の見直し



大目標 ４　「業務運営」（トップのリーダーシップと業務の効率化により、新たな課題に戦略的、機動的に対応する。）

暫定評価項目 ４－２　人事の適正化

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【改革、総財】 ●看護 № H18 H21

【成果】

【課題】

●社福

【成果】

【成果】

○　専門性の高い人材の確保・養成

・任期付職員制度の拡充

【課題】

○　全学的な観点からの柔軟な教職員の配置

○　事務職員等への多様な任用制度の導入

●ソフト

【課題】

○　目標管理型評価制度の導入

●共教セ

【課題】

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究員に任期制・裁量労働制
を導入

・人件費（定数）管理計画と収支シミュレー
ションとの関係性を整理

・教員採用について、副学長・事務局長に
よる学部等ﾋｱﾘﾝｸﾞで厳格な人員配置

・副学長等のﾋｱﾘﾝｸﾞによる厳格な人員配
置管理

1 29.6

2 37.6 31.0

24.3

15名の助手が配置され、学生の学習活
動支援体制が充実している。

教員の年齢構成が偏っているので改善
努力が必要。(41～50歳　37.8％）

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究員に任期制・裁量労働制・
年俸制を導入

・特定課題を研究する教員に任期制・年
俸制を導入

・任期付職員の能力開発、ｺﾝｿ主催SD研
修会に派遣

25.0

218
249

定数管理計画のもと、専門性の高い
人材確保・養成、人員管理推進

250
常勤教職員の人員抑制、学外研究
者確保のため任用形態等の設置

④　大学経営評価指標

・学術研究費（基礎・学部・全学）の評価基
準、手続を要領で制定

・教員業績評価制度の要領制定、人事制
度改革検討と連動し基準見直し検討

・全学共通の教員選考基準、学部毎の教
員選考基準を制定・公開、採用・昇任を実
施

適材適所の配置を認識している管
理職割合（％）

昇進・昇格が適正に行われていると
思う職員割合（％）

216
教育研究者の確保のため、任用形
態、給与、人事交流の制度設置

217
大学業務に精通した専門性の高い
事務職員の確保、養成

①　中期計画（手段・方法）

214
教育、研究、地域貢献等の実績に
対する客観的評価基準を規定

教職員の採用・昇任は、業務実績
に対する客観的評価基準で選考

215

30.5
各教員の担当授業数についての配慮が
必要。

6名の実習講師が配置され、学生の学習
活動支援体制が充実している。

各教員の担当授業数についての配慮が
必要。

教員の年齢構成が偏っているので改善
努力が必要。(31～40歳　41.2％）

教員の年齢構成が偏っているので改善
努力が必要。(41～50歳　66.7％）

3
人事評価が適正に行われていると
思う職員割合（％）

　特定課題を研究する教員に任期制・年俸制を導入

すること等により、専門性の高い人材の確保・養成に

努めた。

　教員業績評価（Ｈ17年度）、任期付職員を対象とした

評価制度（Ｈ20年度）の導入等により、課題を共有化

するとともに、コミュニケーションツールとして業務を支

援する体制を構築した。

　任期制・年俸制など多様な任用制度の導入による専門性の高い

人材の確保・養成、全学的な観点からの柔軟な教職員の配置、教

員業績評価などの導入による実績に対応した適切な評価の仕組

みの構築などの取組を進めることにより、人事の適正化に努めた。

　今後、教員の能力やモチベーション向上のための制度の見直

し、組織の安定的運営、活性化等のための教職員の年齢構成等

の適正化などに取り組んでいく必要がある。

（参考指標）

　・「適材適所の配置を認識している管理職割合」

　　H18 29.6 ％ ⇒　H21 25.0 ％

　・「昇進・昇格が適正に行われていると思う職員割合」

　　H18 37.6 ％ ⇒　H21 31.0 ％

　・「人事評価が適正に行われていると思う職員割合」

　　H18 24.3 ％ ⇒　H21 30.5 ％

　全学的な観点からの教員配置の必要性を踏まえつ

つ、学長・副学長により教員採用の実施を判断する仕

組みを導入したことにより、大学として適切な人員配置

を目指す姿勢が定着した。

　任期付職員制度を拡充して、大学固有事務を担う職

員の配置を行った。

達成度 Ｃ達成度 Ｃ

36 4-2　人事の適正化



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　④　大学経営評価指標①　中期計画（手段・方法）

【課題】

○　任期付職員等の能力向上

●盛短

【成果】

教育体制は評価できる。

○　人事評価制度の見直し

●宮短

【成果】 ○　教職員の年齢構成の適正化等

教員組織の規模は概ね適切。

【課題】

女性や外国人の専任教員がいないの
で、今後の採用で考慮すべき。

特色GP事業のTA活用は優れた教育効果
を発揮している。

　教員の教育及び研究等の活動結果を適切に評価

し、処遇に反映させるなどモチベーションの向上を図

る仕組みの構築について検討する必要がある。

（指標№1～3）

　学部により年齢構成や男女比率にアンバランスがあ

ることから、年齢構成に配慮した採用を検討するなど

計画的な定数管理に努める必要がある。

（指標№1）

　職員の能力の向上や定着の観点から、任期付職員

等の研修制度を充実し、モチベーションの向上につな

げていく必要がある。

37 4-2　人事の適正化



大目標 ４　「業務運営」（トップのリーダーシップと業務の効率化により、新たな課題に戦略的、機動的に対応する。）

暫定評価項目 ４－３　事務の効率化

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【改革、総財】 ●全学 № H18 H21

・事務局職員定数を縮減（県派遣職員） 【課題】

・法人経営と大学運営の各専任体制構築

・旅費業務をｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ、規程改正

●盛短

【課題】 【成果】

○　事務局組織の体制の見直し

・研究者情報ｼｽﾃﾑの構築、情報集積

●宮短

【課題】

○　事務処理の電算化

○　業務の外部委託化（アウトソーシング）

【課題】

○　一層の事務の効率化

○　役割分担の明確化

事務職員について、大学固有事務のノウ
ハウを継承する仕組みを検討していく必
要がある。
大学運営の専門家を育てていくことが望ま
れる。

221
事務処理の電子化を推進し、事務
を簡素化・合理化

2
情報化で効果的に業務を行ってい
る教職員割合（％）

75.7

①　中期計画（手段・方法）

219
組織編成の継続的見直し、社会変
化に対応した効果的な業務の遂行

管理事務で経費節減か可能な業務
のアウトソーシング

220

　事務局組織の見直し、事務処理の電算化、業務の外部委託化

（アウトソーシング）により、効率的、効果的な事務処理を進めた。

　・法人経営と大学運営の明確化に配慮した組織見直し

　・法人会計準拠の財務会計・旅費システムの導入

　・旅費業務のアウトソーシング

（参考指標）

・「改善意識をもつ職員割合」

　H18　63.5％　⇒　H21　69.5％

62.0

・財務会計・旅費ｼｽﾃﾑの操作ﾏﾆｭｱﾙ作
成

・法人会計準拠の財務会計・旅費ｼｽﾃﾑ導
入

・人事給与ｼｽﾃﾑの向上（社会保険等掛
金、寒冷地手当、年末調整等）

事務職員について、大学固有事務のノウ
ハウを継承する仕組みを検討していく必
要がある。

法人業務、大学業務、短大業務の役割分
担を明確にし、機能的かつ効率的な事務
組織編制を一層徹底することが望ましい。

1

　法人業務、大学業務等の役割分担を明確にし、機

能的かつ効率的な事務組織の編制を一層徹底する必

要がある。

　県からの運営交付金の縮減に伴い、一層の事務の

効率化、適正な定数・予算管理を推進する必要があ

る。

　法人会計準拠の財務会計・旅費システム導入など、

事務処理の電算化を推進した。

（指標№2）

　旅費業務のアウトソーシングなど、業務の外部委託

（アウトソーシング）を実施した。

④　大学経営評価指標

改善意識をもつ職員割合（％） 63.5 69.5

　県からの運営費交付金が減少する中、既存業務を

見直し県派遣職員の削減と事務職員のプロパー化を

進めるとともに、法人経営と大学運営を明確化する観

点からの組織体制の見直しなどを行い、事務の効率

化を進めた。

（指標№1）

達成度 Ｂ

38 4-3　事務の適正化



②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

○　事務局職員の能力向上とノウハウの継承

　本法人における事務局職員全体の「平均在職期間」

は３年未満と極端に短いため、能力開発により得た「ス

キル」及び業務を通じて得た「経験」の蓄積があまり期

待できないことから、事務局職員について、「在職期間

の延長」及び「短期間での人材育成及び業務のマニュ

アル化（標準化）」、「研修体制の充実などの能力向

上」の３つの観点からの検討が必要である。

39 4-3　事務の適正化



大目標 ５　「財務」（財務内容の改善に努め、大学経営の健全化を図る。）

暫定評価項目 ５－１　外部研究資金の増加

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【研本】 ●全学 № H18 H21

・知的資産ｶﾞｲﾄﾞ作成 【課題】

・研究者情報ｼｽﾃﾑの構築

・ﾘｴｿﾞﾝＩ研究ｼｰｽﾞ集の刊行

・全学研究費申請に外部費応募を要件化

【成果】

○　外部資金の獲得への積極的取組

・外部研究費獲得促進費の創設

・科学研究費補助金の応募書類作成講座

・学部での獲得経験者によるﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟ

【課題】

○　外部資金獲得額の増加

①　中期計画（手段・方法）

222
研究成果を外部に提供、受託研究
等、外部資金を導入

多様で先進的な研究活動を推進
し、競争的外部資金を獲得

223

・専門性の高い内容の講座を有料化
→地域限定通訳士養成講座、IPU情報ｼｽ
ﾃﾑ塾、管理栄養士国家試験準備講座

225
地域社会の要求から専門分野の有
料講習、研修制度を整備

224
申請方法研修会、学内審査会、助
成制度等の支援体制を整備

・戦略的地域再生研究機構によるﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ研究所を8ヵ所設置

・科学研究費補助金等競争的資金の学内
説明会、ﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟ

外部資金受入件数（件）

外部資金受入金額（百万円）2

科学研究費補助金の申請･採択件数が少
ない

　プロジェクト研究所の設置などにより研究成果を外部

に提供するとともに、科学研究費の学内説明会等を行

い、積極的に外部研究資金の獲得に努めた。

（指標№1）

　外部資金の導入金額が減少していることから、科学

研究費補助金の応募を促進するなど全学的に積極的

な取組を推進する必要がある。

（指標№2）

④　大学経営評価指標

185 140

1 69 95
　プロジェクト研究所の設置などにより研究成果を県民に公表する

とともに、科学研究費補助金の学内説明会等を行い、積極的に外

部研究資金の獲得に努めた。

　外部資金の導入金額が減少していることから、今後、さらに科学

研究費補助金の応募を促進するなど全学的に積極的な取組を推

進する必要がある。

（参考指標）

・「外部資金受入件数・金額」

　H18　69件、185百万円　⇒　H21　95件、140百万円

達成度 Ｃ
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大目標 ５　「財務」（財務内容の改善に努め、大学経営の健全化を図る。）

暫定評価項目 ５－２　経費抑制・資産管理の改善

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【総財】 ●全学・盛短・宮短 № H18 H21

・旅費事務のｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ 【課題】

【成果】

○　経費の抑制

・省ｴﾈｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝによる冷暖房運転改善

・複数年契約の導入によるｺｽﾄ削減

・学内情報ｼｽﾃﾑ整備計画を策定 ○　資産の運用管理の改善と財務状況の公開

・資金管理方針、年度資金管理計画の策
定

【課題】

○　経費の抑制と目的積立金の有効活用

・一般県民への施設開放を継続

・一般県民への開放方針を策定

・講義室・講堂・体育施設の有料化

・不測の事態に備えて借入限度額設定

○　内部監査機能の適正化

・剰余金発生時の対応を予定

4大及び2短大の運営経費を区分して管理
することについて検討が必要。

・省ｴﾈ法による対前年原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ
使用量の1%削減達成

・緑地管理業務について、岩手県立大学
植栽景観策定計画を策定、複数年契約

・施設管理業務以外では、ｺﾋﾟｰ機契約を
複数年に変更

230
経営基盤の安定のため、適切な資
金管理、資産運用を確保

運営費交付金の削減について、改善方策
実施後の見通しが不十分。具体的な計画
を策定し数値目標による管理が望ましい。

経常費用（百万円）

経常収益（千円）

運営交付金収益額（百万円）

1

2

3

・余裕資金を定期預金により運用、ﾚｰﾄの
競争見積方式を導入

4,632 4,323

経営･執行を行うラインとは別系統の組織
で監査機能を所管すべき。

5,898

①　中期計画（手段・方法）

226
適正な職員数の確保、アウトソーシ
ングの積極導入で人件費抑制

業務の徹底した合理化・簡素化によ
る経費の抑制

227

248
剰余金は、教育研究の質の向上、
組織運営・施設設備の改善に充当

247
短期借入金の限度額10億円
（交付金遅延、事故等緊急借入）

④　大学経営評価指標

・人件費（定数）管理計画策定の取組推進

・配送業務の単価契約、印刷物の契約方
法等の見直し

・IPU事務局経営品質向上運動により優良
事例を全体共有、OA研修

6,630 6,093

231 大学施設等の有効活用

228

6,238

4 人件費（百万円） 3,236

環境対策に配意しながら、光熱水
費等を節減

229
委託業務の見直し、複数年契約の
導入等でり設備維持管理費を節約

　総務財務室で所管している監査機能について、内

部統制の観点から、別系統の組織で内部監査を所管

することについて検討する必要がある。

3,174

　冷暖房運転業務の見直し、設備維持管理費の委託業務への複

数年契約の導入などにより経費の抑制を図るとともに、資金管理方

針の策定等により資産の運用管理の改善に努めた。

　運営費交付金が毎年度1.5%ずつ削減される見通しであることか

ら、今後、さらに経費の抑制を図るとともに、目的積立金の有効活

用を図っていく必要がある。

　法人化されたH17年度以降、設置者である県からの

運営費交付金が毎年度1.5％削減（H17：4,655百万円

⇒H21：4,283百万円）される中で、冷暖房運転等業務

の見直し（H20ではH16に比べて原油換算で17％を削

減）、設備維持管理費の委託業務への複数年契約の

導入（庁舎管理業務委託関係全体で約25,000千円削

減）などにより、経費節減に努めた。

（指標№1～3）

※H21末の目的積立金残高：1,464百万円）

　資金管理方針、年度資金管理計画の策定などにより

適切な資産管理に努めるとともに、ホームページに財

務状況を公開することにより、県民、教職員、学生等へ

の周知を行い、財務状況の透明化に努めた。

　今後、運営費交付金が毎年度1.5%ずつ削減される

見通しであることから、資金運用の適正化、外部資金

獲得強化、人件費の削減などにより経費の抑制を図る

ともに、目的積立金の有効活用を図る必要がある。

（指標№3～4）

達成度 Ｂ

41 5-2　経費抑制・資産管理の改善



大目標 ６　「評価・情報提供」(自己点検・評価の結果を大学運営の改善に反映し、運営状況を広く県民に周知する。）

暫定評価項目 ６－１　評価の充実

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【改革】 ●盛短 № H18 H21

【課題】

【成果】

○　外部評価・第三者評価の受審、認定

・大学経営評価指標のﾃﾞｰﾀ集積

○　PDCAサイクルの仕組みの構築

・評価を反映する処遇を検討

○　部局の運営方針の作成と共有化

2,923

　過去4年間の中期計画に関する年度計画の策定、業

務実績評価の実施及び認証評価の受審を通じ、P

（Plan）・D（Do）・C（Check）・A（Action）サイクルを循環

させる取組に各部局が参画し、学内に定着した。

　自己点検・評価活動では、認証評価セミナー等の啓

発活動、大学経営評価指標による定量的評価の導

入、部局共通課題の抽出等により評価の実質化を

図った。

　年度実績評価、認証評価等での指摘を次年度計画

の重点事項に反映させ、確実に取り組むこととした。

　平成20年度に（財）大学基準協会による認証評価を受審し、評価

機関が定める大学基準への適合が認定された。

　年度評価の実施、部局の運営方針の策定と共有化、ＰＤＣＡサイ

クルの仕組みの構築など評価の充実に努めるとともに、自己点検・

評価の結果を大学運営の改善に反映した。

　今後、さらにＰＤＣＡサイクルが有効に機能するような仕組みづくり

が必要である。

　各部局がそれぞれの課題に対応するため、年度ごと

に運営方針を作成し、所属教職員への浸透を図るとと

もに、学内への共有化を図り、組織的に課題に対応す

ることとした。

　平成20年度に（財）大学基準協会による認証評価を

受審し、評価機関が定める大学基準への適合が認定

された。

　認証評価は、大学の理念、目標への取組をみる「達

成度評価」、評価機関が定める水準に対して教育研究

活動の充実度をみる「水準評価」から構成されており、

大学としての一定水準以上の「質」が確保されていると

評価された。

①　中期計画（手段・方法）

232
評価基準の継続的な調査・検討に
よる評価方法の改善

④　大学経営評価指標

・教員業績評価の継続実施
→教育活動、研究活動、大学運営、社会・
地域貢献活動の4分野で自己評価
→寄与率の明確化、中間ﾋｱﾘﾝｸﾞ弾力化

・年度計画・業務実績評価で重点事項、
特徴的取組、数値ﾃﾞｰﾀ等を明確化

1
ビジョンや中長期計画に沿った経営
や資源配分がおこなわれていると感
じる教職員割合（％）

27.5 27.0

32.3 27.5

各部局、大学組織における評価シ
ステムの継続的な見直し

3,832HPのアクセス数（千件）

盛岡短大部独自の評価委員会にも学外
からの意見を反映させるなど、短大部独自
の評価システム構築が望まれる。

・JABEE認定審査に十分対応、内部評価
ｼｽﾃﾑ確立（ソ）

・年度業務実績報告書の評価結果をHP
公表、記者発表

・人事制度改革本部に評価制度検討ﾁｰﾑ
を設置

・教員業績評価で、各学部長が教員の目
標達成状況を評価、改善策提示

233

環境変化に組織的に対応している
と感じる教職員割合（％）

236
教員業績評価結果で、研究資金の
重点配分等インセンティブを付与

234
評価結果の収集、管理、公開の推
進

235
評価結果のフィードバック体制を充
実し、教育研究の改善等に活用

・認証評価の自己点検・評価報告書で全
学的にまたがる課題を抽出

2

3

教員業績評価については公平な制度を
構築し、客観的かつ実の伴うシステムを運
用することが望まれる。

・認証評価受審のため、自己点検・評価、
適合認定、評価結果の対応検討

自己点検･評価作業を一部の担当者のみ
が行っており、組織的に行うための改善が
必要。

達成度 Ｂ
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②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　①　中期計画（手段・方法） ④　大学経営評価指標

【課題】

○　評価結果の教職員等へのフィードバック、共有化

○　計画策定・実績評価への教職員の参画方法の改善

○　評価結果の公表方法の改善

　一般県民等ステークホルダーの関心に応えられるよ

う、従前から評価結果をホームページ、記者発表で公

表してきた。

　ＨＰアクセス数が減少し、評価報告書の閲覧が低下

していることが懸念されることから、評価結果を効果的

に視覚に訴える工夫が必要である。

　情報を一方的に公表して終わっている傾向にあるこ

とから、本学の取組に対し、外部からの意見も受け付

ける等、双方向で情報交換する仕組みについても検

討を要する。

（指標№3）

　環境変化に組織的に対応していると感じている教職

員は27.5％（H21）と、前回調査より5％ほど低下してお

り、総じて数値が低い。

　このことは、全部局が計画策定・実績評価に対応し

てきた中で、一部の教職員が中心となって携わってき

たことを裏付けるものであり、中期計画等の認知度の

低さとも符合する。

　計画策定・実績評価には、全教職員が共通の問題

意識をもち、組織的な合意形成の上で取り組むことが

必要である。

（指標№2）

　実績評価に役立てるため、学生、教職員等を対象と

して教育研究体制や学生生活等についてアンケート

調査を実施してきた。

　調査結果を集約・公開して評価にも反映してきたが、

一般に認知度が低く、データに基づく分析や次年度

以降の取組への活用が十分とはいえない。

　本学のビジョン、中期計画に沿った経営等について

肯定的意見が低いことから、計画策定、実績評価の確

実なフィードバックと情報の共有化が必要である。

（指標№1）
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大目標 ６　「評価・情報提供」(自己点検・評価の結果を大学運営の改善に反映し、運営状況を広く県民に周知する。）

暫定評価項目 ６－２　情報公開の推進

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【改革、教学、研本】 ●全学 № H18 H21

【課題】

・総合的な研究者情報ｼｽﾃﾑを構築

・学生参加型広報誌にﾘﾆｭｰｱﾙ

●盛短 【成果】

【課題】 ○　情報公開の推進

・各学部のｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝ･ﾎﾟﾘｼｰを公開

・報道機関への情報提供を実践

・二戸・久慈地域での入試相談会

・保護者対象の入試相談会を実施

【課題】

○　ホームページの改善

●宮短

【課題】

○　大学に対するニーズの的確な把握

○　効果的な全学広報の実施

○　個人情報保護の徹底

大学の教育目標・特色に関する情
報公開

238

広報誌における継続的な財務情報の掲
載とともに、解説や図表を加える等のわか
りやすさへの工夫が必要。

個人情報保護について、社会に対する制
度の周知が不十分。

　岩手県立大学が「岩手県個人情報保護条例」の実

施機関であることについての周知が不十分であること

から、機会をとらえて周知・徹底を図る必要がある。

個人情報保護について、社会に対する制
度の周知が不十分。

宮古短大部独自の情報公開システム構築
が望まれる。

広報誌における継続的な財務情報の掲
載とともに、解説や図表を加える等のわか
りやすさへの工夫が必要。 　今後、さらに県民の理解が得られるよう、父兄や学校

長との懇談会等のあらゆる場を活用し大学に対する
ニーズを的確に把握していく必要がある。

（指標№2）

　今後、広報誌に継続的な財務情報の掲載を行うとと
もに、解説や図表を加える等わかりやすい内容となる
よう工夫・改善をするなど、効果的な全学広報を実施

していく必要がある。

①　中期計画（手段・方法）

237
教育研究活動・成果をデータベース
化し、多様な広報活動を展開

1

2

④　大学経営評価指標

・「知的資産ガイド」「教員別研究テーマ一
覧」「講演テーマ一覧」を作成

・全学的広報活動のため広報連絡調整会
議を設置

・開学10周年事業にあわせ、次の10年の
ﾋﾞｼﾞｮﾝPR

広報誌における継続的な財務情報の掲
載とともに、解説や図表を加える等のわか
りやすさへの工夫が必要。

　アクセス件数が減少していることに鑑み、内容等を見
直し、魅力あるホームページづくりを進める必要があ
る。
（指標№1）

HPのアクセス数（千件）

在学生保護者の大学情報提供満足
度（％）

　平成18年度にはホームページの見直し、平成19年

度には教員のデータベースとして「研究者情報システ

ム」を導入し、教員の経歴、業績等を同システムから学

外ホームページへ「教育研究者総覧」として公開する

など、積極的に情報公開を推進した。

2,923

58.6 65.4

3,832
　ホームページを見直すとともに、自己点検・評価の結果のほか、

教員の経歴、業績等の情報である「教育研究者総覧」や「研究成

果報告書」を学外に公開するなど、積極的に情報公開を推進し

た。

　今後、さらに県民の理解が得られるよう、保護者や学校長との懇

談会等の場を活用し大学に対するニーズを的確に把握するととも

に、効果的な全学広報等を実施していく必要がある。

達成度 Ｂ
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大目標 ７　「施設設備」（施設設備を適切に管理し、学内での有効活用、安全確保を図る。）

暫定評価項目 ７－１　施設設備の整備

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【教学、総財】 ●全学 № H18 H21

【成果】

●盛短

【成果】 【成果】

○　ユニバーサルデザイン化に対応した環境整備等

・ﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの設置

【課題】

○　就職支援センターの開設等

○　学生が活動しやすい環境の整備

【課題】

○　食堂・売店の施設設備

○　学生の学内活動の活発化

　ユニバーサルデザイン化に対応した環境整備（トイレ、自動ドア、

エレベータ等：H17～H19、H21）を推進したほか、学生ボランティア

セン

ター（H19）や弓道場（H21）の新設、大学内の各施設の利用状況を

ふまえ、就職支援センター（H17）を開設するなど施設の配置を見

直し、施設の有効活用を推進した。

（参考指標）

・「学生会館、ラウンジ等の充実度」

　H18　73.9％　⇒　76.6％

　学生の学内外の活動の活性化のために、活動状況

の分析と施設面からの活動条件の整備を検討する必

要がある。

　食堂・売店の運営が生協方式となることから、学内意

見と経営側の視点に立った意見を調整して、施設設

備の運営の最適化を検討していく必要がある。

　大学内の各施設の利用状況をふまえ、就職支援セ

ンターを開設するなど施設の配置を見直し、施設の有

効活用を推進した。

　学生ボランティアセンターや弓道場等を整備し、学

生の学内外の活動の活性化を図った。

（指標№1）

　開学時に整備された優良な施設設備を更に良好に

管理するよう努めるとともに、ユニバーサルデザイン化

に対応した環境整備（トイレ、自動ドア、エレベータ等）

を推進した。

①　中期計画（手段・方法）

239
ユニバーサルデザイン化に対応し
たキャンパス環境の整備

④　大学経営評価指標

・施設の移動等によるｽﾍﾟｰｽの有効利用
→就職支援ｾﾝﾀｰ、留学生談話室、同窓
会事務室、研究・地域連携室

・不要物品の調査、文書整理等に伴う不
要物品の処分
→屋内外の倉庫、自転車置き場

学生会館、ラウンジ等の充実度（％）
・ﾄｲﾚ、自動ﾄﾞｱ、ｴﾚﾍﾞｰﾀ等を段階的に設
置

情報関連システム等優れた教育環境が整
備されている。

講義室にAV機器を完備し、全ての学生、
教職員が利用可能な情報システムを構築
する等、施設・設備は充実している。

各施設の利用状況をふまえ、有効
活用を推進

240

241
学生同士の対話、交流を活性化す
る居場所を確保

73.9 76.61

少人数教育の国際文化学科において、大
教室の使用が高いことから、より適切な教
室配置が求められる。

4大の併設校であり、短大部生にとっての
利便性という観点で注意を払う必要があ
る。

242
海外、遠隔地からの学生に対し、良
好な修学環境を確保

・学生ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰを設置、自己教育力
の向上

・学生部等から施設の開放・利用ﾆｰｽﾞ把
握

・大連交通大学、又松大学の留学生に寄
宿舎を借上げ

・外国人留学生ﾁｭｰﾀｰを日本人学生に委
嘱、生活・学習支援

達成度 Ａ
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大目標 ７　「施設設備」（施設設備を適切に管理し、学内での有効活用、安全確保を図る。）

暫定評価項目 ７－２　安全管理

②　①のうち主な取組事項
　　（達成済の計画）

③　認証評価結果
　(太字は「長所・助言」、細字は「総評」の記載）

⑤　評価　

【教学、総財】 【成果】 № H18 H21

・廃棄物を産廃業者に業務委託処理 【成果】

【課題】 ○　安全衛生・健康管理体制の整備

○　危機管理体制の整備

・痴漢情報の周知、地元・警察との連携

【課題】

○　安全確保対策の強化

　教育・研究活動等における安全と健康を確保するた

めに全学的な体制を整備するとともに、学生及び教職

員等の安全確保のため、適切な防災・防犯対策を講じ

る必要がある。

　Ｈ１７年度の法人化に伴い、労働安全衛生法等の法

令に基づき、学内に「職員衛生委員会」を設置し、安

全管理体制を整備するとともに、職員に対する安全衛

生及び健康管理対策に取り組んだ。

（指標№1）

　大学における危機管理の一環として、「毒物及び劇

物管理規程」を策定し、化学物質等の使用、保管及び

廃棄等について、適切な管理・処理が行われるよう取

り組んだ。

　Ｈ１８年度、「公立大学法人岩手県立大学危機管理

対応指針」を策定し、危機管理体制を整備するととも

に、指針に基づき、危機の発生に備え、毎年度計画的

に消防訓練及び情報伝達訓練等を実施した。

　Ｈ１７年度の法人化に伴い、労働安全衛生法等の法令に基づき、

学内に「職員衛生委員会」を設置し、安全管理体制を整備するとと

もに、Ｈ１８年度に「公立大学法人岩手県立大学危機管理対応指

針」を策定し、危機管理体制を整備するなど、教職員の安全管理

に努めた。

（参考指標）

・「トラブル相談の学内相談満足度」

　H18　84.6％　⇒　H21　90.7％

①　中期計画（手段・方法）

243
労働安全衛生法等の法令をふまえ
た安全衛生管理体制の充実

④　大学経営評価指標

・敷地内全面禁煙化、ｷｬﾝﾊﾟｽｸﾘｰﾝ作戦
で結果検証・周知

1 84.6 90.7
トラブル相談の学内相談満足度
（％）

246
学生への安全教育の徹底、安全意
識の向上のための対応

化学物質等、廃棄物の適切な管
理・処理

244

245
災害発生時の危機管理マニュアル
の作成等、危機管理体制を整備

・交通安全講習会、防犯講座、消費生活
講座など各種講座・講習会を開催

・学生が携帯し、緊急時対応可能な「学生
安全カード」を作成・配布

・心の健康問題ある職員への支援体制整
備

・毒物及び劇物管理規程により使用・保管
管理状況を書面調査

・消防訓練を各学部棟、地連ｾﾝﾀｰで計画
的に実施

・危機管理対応指針策定、緊急連絡網を
整備

達成度 Ｂ

46 7-2　安全管理



（参考）　大学経営評価指標について

１ 　大学経営評価指標とは

２ 　各指標の出典

(1) 学生アンケート

(2) 就職先企業アンケート

(3) 教職員アンケート

(4) 業務データ

３ 　評価項目ごとの指標一覧

№ 出典 H18 H21

1-1　教養教育の充実

1 採用企業満足度（％） 企業アンケート 84.8 86.5

1-1 幅広い教養を身につけている（％） 企業アンケート 61.5 66.4

1-2 基礎的知識や読み書きなどの基礎能力を身につけている（％） 企業アンケート 80.1 79.5

1-3 身だしなみや言葉遣いなど社会常識を身につけている（％） 企業アンケート 77.6 77.7

1-4
専門分野だけでなく、社会全般の情勢や問題に対する興味・関心を持ってい
る（％）

企業アンケート 44.0 48.1

1-5 ＩＴ（情報技術）の知識やスキルを身につけている（％） 企業アンケート 62.6 68.6

1-6 国際的なコミュニケーション能力（語学力等）を持っている（％） 企業アンケート 12.7 13.8

2 本学学生を積極的に採用したいと思う企業割合（％） 企業アンケート 38.2 38.5

3 企業が教育に熱心だと思う大学印象度（％） 企業アンケート 71.5 74.2

4 卒業者の単位修得率（％） 業務データ 93.3 96.2

5 国際化への取組が積極的と思う学生割合（％） 学生アンケート 41.2 47.6

6 外国語を学ぶため自己啓発をしている学生割合（％） 学生アンケート 26.1 30.0

指標名

１　教育

　大学経営評価指標は、（社）日本能率協会が関係大学と共同開発したプログラムであり、大学の機能や役割を「使命」とし、

各使命とそれを実現するための手段に対し、取り組みの達成度を客観的・定量的に測定する指標として体系化したものであ

る。各指標の数値は、学生、企業、教職員の各種アンケート結果と業務データから構成されている。

　本学では、法人化直後の平成18年度時点の調査結果と、平成21年度時点の調査結果をそれぞれ経年比較することによ

り、各カテゴリー・評価項目ごとに取り組みの成果を分析した。

本学の教育研究活動、運営、財務等にかかる各種業務数値について収集したもの。

本学の学部生及び大学院生を対象に、学習と学生生活について調査したもの。

本学の卒業生が就職した企業を対象に、卒業生の印象（意識、能力）と、企業側の期待度等を調査したもの。

本学の教職員を対象に、本学の教育研究の理念、組織運営、個々の業務への取組等について調査したもの。



№ 出典 H18 H21指標名

7 学習目標を達成または計画どおり進行中である学生割合（％） 学生アンケート 80.5 77.0

8 年度ごとの学習目標を設定していない学生割合（％） 学生アンケート 6.8 5.7

9 シラバスへの満足度（％） 学生アンケート 61.0 72.4

10 カリキュラム構成への満足度（％） 学生アンケート 62.8 72.6

11 時間割編成の満足度（％） 学生アンケート 47.1 59.1

1-2　高度な専門教育

1 採用企業満足度（％） 企業アンケート 84.8 86.5

1-1 卒業者それぞれが多様な能力を持っていると感じる（％） 企業アンケート 60.7 65.0

1-2 専門知識を身につけている（％） 企業アンケート 62.3 68.6

1-3 仕事上の課題等に責任感、倫理観をもって取り組む姿勢を持っている（％） 企業アンケート 81.7 80.9

1-4 仕事上の課題等に積極的に取り組む意識や行動力を持っている（％） 企業アンケート 77.8 81.3

1-5 問題解決にあたり、調査、分析、報告の能力が高い（％） 企業アンケート 57.3 65.0

1-6 問題や課題に対して対処する柔軟性や独創性を持っている（％） 企業アンケート 56.8 58.0

1-7 職場でリーダーシップを発揮したり、部下指導などに優れている（％） 企業アンケート 33.2 33.6

1-8 中長期視点から自分のビジョンやキャリアを考えている（％） 企業アンケート 44.0 41.3

2 本学学生を積極的に採用したいと思う企業割合（％） 企業アンケート 38.2 38.5

3 企業が教育に熱心だと思う大学印象度（％） 企業アンケート 71.5 74.2

4 就職率（本学就職希望者基準）（％） 業務データ 95.1 95.4

5 一部上場企業への就職者数（人） 業務データ 75 71

6 資格取得済み又は取得行動中の学生割合（％） 学生アンケート 44.9 43.3

7 国家試験合格者数（人） 業務データ 234 267

8 国家公務員Ⅱ種・地方公務員試験合格者数（人） 業務データ 34 40

1-3　入学受入方針の明確化

1 志願者数（人） 業務データ 2,310 3,105

2 受験倍率（％） 業務データ 3.6 4.9

3 第１希望で入学した学生の割合（％） 学生アンケート 70.8 77.2

4 資料請求者数（人） 業務データ 4,395 5,312

5 一般入試の入学者割合（％） 業務データ 59.8 59.2



№ 出典 H18 H21指標名

6 受験に関する大学への質問対応満足度（％） 学生アンケート 87.5 93.8

7 各種説明・イベント参加者総数（人） 業務データ 4,048 5,156

8 体験授業開催数（回） 業務データ 18 23

9 訪問説明会開催数（回） 業務データ 17 19

10 高校訪問総件数（件） 業務データ 266 212

11 出願実績校数（校） 業務データ 426 559

12 学生募集経費（千円） 業務データ 39,808 32,533

13 入学案内の広報物が適切と回答した割合（％） 学生アンケート 52.7 67.7

14 教育内容に魅力感じた割合（入学者）（％） 学生アンケート 65.4 76.4

15 離学（除籍・退学）した学生割合（％） 業務データ 0.4 0.5

16 定員達成率（％） 業務データ 110.8 103.4

1-4　教育課程・方法等の改善

1 カリキュラム構成への満足度（％） 学生アンケート 62.8 72.6

2 時間割編成の満足度（％） 学生アンケート 47.1 59.1

3 学習目標を達成または計画どおり進行中である学生割合（％） 学生アンケート 80.5 77.0

4 年度ごとの学習目標を設定していない学生割合（％） 学生アンケート 6.8 5.7

5 卒業者の単位修得率（％） 業務データ 93.3 96.2

6 年度単位修得率（％） 業務データ 86.1 89.6

7 卒業生の平均単位取得数（単位） 業務データ 144/80 147/83

8 4年制大学への編入を考えている短期大学生（％） 学生アンケート 23.5 28.1

9 採用企業満足度（％） 企業アンケート 84.8 86.5

9-1 仕事上の課題等に責任感、倫理観をもって取り組む姿勢を持っている（％） 企業アンケート 81.7 80.9

9-2 仕事上の課題等に積極的に取り組む意識や行動力を持っている（％） 企業アンケート 77.8 81.3

9-3 問題解決にあたり、調査、分析、報告の能力が高い（％） 企業アンケート 57.3 65.0

10 インターンシップ・体験学習等の参加者割合（％） 学生アンケート 8.9 15.2

11 インターンシップ・体験学習等参加学生満足度（％） 学生アンケート 94.6 88.6

12 インターンシップの参加数（人） 業務データ 54 104

13 シラバスへの満足度（％） 学生アンケート 61.0 72.4

14 所定年限による卒業比率（％） 業務データ 96.4 94.5



№ 出典 H18 H21指標名

1-5　教育の実施体制等の充実

1 単位互換・留学等の仕組みへの満足度（％） 学生アンケート 71.4 75.2

2
教学や業務に活かすため自己啓発活動を継続的に行っている者の割合
（％）

教職員アンケート 57.1 66.5

3
他部門の意見をよく聞き、仕事の改善に結び付ける努力をしている者の割合
（％）

教職員アンケート 63.5 66.5

1-6　学生支援

1 学生生活に関する大学側の学生サポートの満足度（％） 学生アンケート 71.3 71.1

2 学生相談、カウンセラー相談満足度（％） 学生アンケート 89.1 94.0

3 窓口サービス（学務）の学生満足度（％） 学生アンケート 85.6 92.6

4 学生生活が充実している学生割合（％） 学生アンケート 88.4 89.7

5 離学（除籍・退学）した学生割合（％） 業務データ 0.4 0.5

6 健康サポートセンター・保健室利用満足度（％） 学生アンケート 92.0 97.8

7 大学によるアルバイト紹介件数（件） 業務データ 280 229

8 就職率（本学就職希望者基準）（％） 業務データ 95.1 95.4

9 就職相談満足度（％） 学生アンケート 92.1 92.6

10 就職情報支援満足度（％） 学生アンケート 86.4 85.0

11 就職対人援助満足度（％） 学生アンケート 79.3 79.7

12 会社情報収集のための行動をしている学生割合（％） 学生アンケート 30.6 27.5

13 大学主催の企業説明会参加割合（％） 学生アンケート 23.1 19.5

2-1　学際的・複合的な研究への取り組み

1 年間受託・共同研究件数（件） 業務データ 31 86

2 年間受託・共同研究金額（千円） 業務データ 128,467 38,981

3 学部間、他機関との共同研究割合（％） 教職員アンケート 69.4 79.2

2-2　研究実施体制等の整備

1 科学研究費年間総額（千円） 業務データ 54,200 78,820

2 科学研究費年間件数（件） 業務データ 44 50

２　研究



№ 出典 H18 H21指標名

3-1　社会人教育等の実施

1 公開講座数（講座） 業務データ 28 66

2 年間市民の公開講座参加人数（人） 業務データ 2,013 4,274

3-2　産学公の連携推進

1 自治体からの委員委嘱依頼総数（件） 教職員アンケート 410 563

3-3　交換留学・共同研究の推進

1 国際化への取組が積極的と思う学生割合（％） 学生アンケート 41.2 47.6

2 国際化事業に関心がある学生割合（％） 学生アンケート 45.0 40.5

3 留学協定締結数（校） 業務データ 5 7

4 海外研修参加学生数（人） 業務データ 41 30

4-1　教育研究組織の見直し

1
ビジョンや中長期計画に沿った経営や資源配分がおこなわれていると感じる
教職員割合（％）

教職員アンケート 27.5 27.0

2 環境変化に組織的に適切に対応していると感じる教職員割合（％） 教職員アンケート 32.3 27.5

3 問題が発生してからの対応は早いと感じる教職員割合（％） 教職員アンケート 32.3 33.0

4-2　人事の適正化

1 適材適所の配置を認識している管理職割合（％） 教職員アンケート 29.6 25.0

2 昇進・昇格が適正に行われていると思う職員割合（％） 教職員アンケート 37.6 31.0

3 人事評価が適正に行われていると思う職員割合（％） 教職員アンケート 24.3 30.5

4-3　事務の効率化

1 改善意識をもつ職員割合（％） 教職員アンケート 63.5 69.5

2 情報化で効果的に業務を行っている教職員割合（％） 教職員アンケート 75.7 62.0

４　業務運営

３　地域・国際貢献
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５　財務

5-1　外部研究資金の増加

1 外部資金受入件数（件） 業務データ 69 95

2 外部資金受入金額（百万円） 業務データ 185 140

5-2　経費抑制・資産管理の改善

1 経常費用（百万円） 業務データ 6,238 5,898

2 経常利益（百万円） 業務データ 6,630 6,093

3 運営交付金収益額（百万円） 業務データ 4,632 4,323

4 人件費（百万円） 業務データ 3,236 3,174

６　評価・情報提供

6-1　評価の充実

1
ビジョンや中長期計画に沿った経営や資源配分がおこなわれていると感じる
教職員割合（％）

教職員アンケート 27.5 27.0

2 環境変化に組織的に対応していると感じる教職員割合（％） 教職員アンケート 32.3 27.5

3 HPのアクセス数（千件） 業務データ 3,832 2,923

6-2　情報公開の推進

1 HPのアクセス数（千件） 業務データ 3,832 2,923

2 学生保護者の大学情報提供満足度（％） 学生アンケート 58.6 65.4

７　施設設備

7-1　施設設備の整備

1 学生会館、ラウンジ等の充実度（％） 学生アンケート 73.9 76.6

7-2　安全管理

1 トラブル相談の学内相談満足度（％） 学生アンケート 84.6 90.7


